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Ⅰ．獨協学園の概要

１．建学の精神（学園の理念）

獨協学園は、３つの大学、２つの専門学校、２つの中学・高等学校から構成され

ており、各学校が人文科学・社会科学・自然科学の分野で、それぞれ特化・専門

化した領域を有している総合的な学園です。

本学園は、１８８３年、西周らによって創設された獨逸学協会学校にその基を有

する伝統ある教育機関であり、知育・徳育・体育重視の全人教育をその基盤として

いるものです。その成立過程の相違から、各学校はそれぞれの特徴を有してはお

りますが、獨協学園全体の教育目的は、各学校独自の建学の理念に基づき、時

代を超えた個性・特色ある教育・研究・医療を実現しようというものです。本学園は、

このような特徴を最大限に発揮し、教育・研究・医療を通して多様な特色ある人材

の育成を図りつつ、社会的・国際的に貢献します。
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２．設置する学校（学部等）及び学生数

　（各年度　５月１日基準）

開設年度 入学定員 入学者数 収容定員 学生数 入学定員 入学者数 収容定員 学生数

 大学院 法学研究科 (昭和52年) 8 3 19 5 8 3 19 6

外国語研究科 (昭和61年) 14 5 34 11 14 4 32 9

経済学研究科 (平成　2年) 4 0 13 1 4 0 9 0

計 26 8 66 17 26 7 60 15

 外国語学部 ドイツ語学科 (昭和39年) 120 141 480 586 100 105 460 533

英語学科 (昭和39年) 250 280 1,000 1,226 250 263 1,000 1,170

フランス語学科 (昭和42年) 95 114 380 470 85 89 370 455

交流文化学科 (平成21年) 100 133 400 491 130 136 430 506

計 565 668 2,260 2,773 565 593 2,260 2,664

 国際教養学部 言語文化学科 (平成19年) 150 180 600 741 150 158 600 723

 経済学部 経済学科 (昭和39年) 280 329 1,120 1,364 280 294 1,120 1,325

経営学科 (昭和41年) 280 365 1,120 1,434 280 289 1,120 1,356

国際環境経済学科 (平成25年) 120 152 480 582 120 126 480 565

計 680 846 2,720 3,380 680 709 2,720 3,246

 法学部 法律学科 (昭和42年) 210 222 840 1,009 210 221 840 932

国際関係法学科 (平成11年) 75 97 300 369 75 79 300 357

総合政策学科 (平成20年) 75 76 290 367 75 75 295 358

計 360 395 1,430 1,745 360 375 1,435 1,647

合　　　計 1,781 2,097 7,076 8,656 1,781 1,842 7,075 8,295

開設年度 入学定員 入学者数 収容定員 学生数 入学定員 入学者数 収容定員 学生数

 大学院 医学研究科 (昭和54年） 41 34 164 151 41 41 164 155

 医学部 医学科 (昭和48年） 126 126 732 751 126 126 738 750

 大学院 看護学研究科 (平成２４年） 13 11 29 30 13 13 29 32

 看護学部 看護学科 (平成１９年） 145 143 500 498 145 145 550 545

 助産学専攻科 (平成２３年） 10 10 10 10 10 10 10 10

合　　　計 335 324 1,435 1,440 335 335 1,491 1,492

(昭和49年） 100 82 300 225 40 40 240 191

(平成27年） 80 65 240 228 80 80 240 229

姫 路 獨 協 大 学

開設年度 入学定員 入学者数 収容定員 学生数 入学定員 入学者数 収容定員 学生数

 大学院 経済情報研究科 (平成　5年) 10 1 20 3 10 0 20 1

計 10 1 20 3 10 0 20 1

 人間社会学群 (平成28年) 80 60         520       331       80 43 420 237

 医療保健学部 理学療法学科 (平成1８年) 40 31 160 116 40 31 160 115

作業療法学科 (平成1８年) 40 5 160 38 40 4 160 30

言語聴覚療法学科 (平成1８年) 20 14 80 49 20 14 80 57

臨床工学科 (平成1８年) 40 4 160 37 40 2 160 26

計 140 54 560 240 140 51 560 228

 薬学部 医療薬学科 (平成1９年) -           -           420 127 -           -           320 100

 看護学部 看護学科 (平成28年) 80 11         320       118       80 6 320 69

合　　　計 310 126 1,840 819 310 100 1,640 635

学部・学科等

獨協医科大学附属看護専門学校

獨協医科大学附属看護専門学校三郷校

学部・学科等

獨 協 大 学

学部・学科等

獨 協 医 科 大 学

令和８年度計画

令和７年度実績 令和８年度計画

令和７年度実績 令和８年度計画

令和７年度実績
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入学定員 入学者数 収容定員 生徒数 入学定員 入学者数 収容定員 生徒数

 中学校 (昭和23年) 200 216 600 640 200 216 600 640

 高等学校 全日制課程 (昭和23年) 200 189 600 578 200 203 600 585

(300) (900) (300) (900)

合　　　計 400 405 1,200 1,218 400 419 1,200 1,225

入学定員 入学者数 収容定員 生徒数 入学定員 入学者数 収容定員 生徒数

 中学校 (平成13年) 160 135 480 436 160 160 480 424

 高等学校 全日制課程 (昭和55年) 320 369 960 1,092 320 362 960 1,087

合　　　計 480 504 1,440 1,528 480 522 1,440 1,511

入学定員 入学者数 収容定員 学生数 入学定員 入学者数 収容定員 学生数

総　　合　　計 3,486 3,603 13,531 14,114 3,426 3,338 13,326 13,578

３．収容定員充足率 (大学院・助産学専攻科除く） （単位：％）

令和3年度 令和４年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

実績 実績 実績 実績 実績 計画

116.7 116.3 120.3 121.5 123.2 118.0

102.6 101.7 103.0 102.5 101.4 100.5

94.0 89.7 82.0 76.7 75.0 79.6

102.5 101.7 100.4 98.8 95.0 95.4

姫　路　獨　協　大　学 69.5 68.7 59.2 51.7 44.8 39.1

獨協中学・高等学校 1,200 102.6 101.9 102.4 101.9 101.5 102.1

(1,500) (82.1) (81.5) (81.9) (81.5) (81.2) (81.7)

獨協埼玉中学高等学校 102.9 103.9 108.5 107.4 106.1 104.9

４．教職員数

令和7年度
実　績

令和8年度
計　画

増　減
令和7年度

実　績
令和8年度

計　画
増　減

 学園本部 -         -         -         10 9 △ 1

 獨協大学 209 204 △ 5 153 153 0

 獨協医科大学

(医科大学） 658 595 △ 63 192 151 △ 41

(大学病院） 15 0 △ 15 2,017 2,019 2

(埼玉医療センター） 397 325 △ 72 1,816 1,825 9

（日光医療センター） 46 40 △ 6 367 355 △ 12

（看護専門学校） 16 19 3 4 3 △ 1

（看護専門学校三郷校） 18 21 3 5 4 △ 1

　　　小　計 1,150 1,000 △ 150 4,401 4,357 △ 44

 姫路獨協大学 113 110 △ 3 49 46 △ 3

 獨協中学・高等学校 60 62 2 9 9 0

 獨協埼玉中学高等学校 63 66 3 9 9 0

　　合　　計 1,595 1,442 △ 153 4,631 4,583 △ 48

令和７年度実績 令和８年度計画

学 園 全 体

専任教員数 専任職員数

令和７年度実績

獨協医科大学附属看護専門学校

獨協医科大学附属看護専門学校三郷校

獨協中学・高等学校

獨協埼玉中学高等学校
令和８年度計画

令和７年度実績 令和８年度計画

獨　協　大　学 

獨　協　医　科　大　学 

3

－ 3－



５．役員・評議員の概要

【理事・監事】

役職名 寄附行為の選任条項 勤務区分 法人内の役職

理事長 猪　口　雄　二 第７条第１項第２号 非常勤

代表業務
執行理事

前　沢　浩　子 第７条第１項第１号 常　勤 獨協大学学長

理　事 吉　田　謙一郎 第７条第１項第１号 常　勤 獨協医科大学学長

理　事 井　上　清　美 第７条第１項第１号 常　勤 姫路獨協大学学長

理　事 坂　東　広　明 第７条第１項第１号 常　勤 獨協中学・高等学校校長

理　事 尾　花　信　行 第７条第１項第１号 常　勤 獨協埼玉中学高等学校校長

理　事 大　西　純　一 第７条第１項第２号 非常勤

理　事 千木良　眞　保 第７条第１項第２号 非常勤

理　事 竹　内　文　生 第７条第１項第２号 非常勤

理　事 鈴　木　一　郎 第７条第１項第２号 非常勤

理　事 岡　崎　和　彦 第７条第１項第２号 非常勤

理　事 倉　橋 透 第７条第１項第２号 常　勤 獨協大学副学長

理　事 油　谷　康　史 第７条第１項第２号 常　勤 獨協大学事務局長

理　事 奥　田　泰　久 第７条第１項第２号 常　勤 獨協医科大学副学長

理　事 種　市 洋 第７条第１項第２号 常　勤 獨協医科大学副学長

理　事 金　子　昌　子 第７条第１項第２号 常　勤 獨協医科大学副学長

理　事 麻　生　好　正 第７条第１項第２号 常　勤 獨協医科大学病院長

理　事 坂　本　悦　男 第７条第１項第２号 常　勤 獨協医科大学事務局長

理　事 沼　田　景　三 第７条第１項第２号 常　勤 姫路獨協大学副学長

理　事 西　浦 彰 第７条第１項第２号 常　勤 姫路獨協大学事務局長

理　事 緒　方　雅　史 第７条第１項第２号 常　勤 獨協学園本部事務局長兼総務部長

理　事 山　田　基　靖 第７条第１項第２号 非常勤

理　事 山　路　朝　彦 第７条第１項第２号 非常勤

理　事 岩　瀬 豊 第７条第１項第２号 非常勤

理　事 清　水 明 第７条第１項第２号 非常勤

理　事 岡　田　兼　明 第７条第１項第２号 非常勤

理　事 井　原　正　則 第７条第１項第２号 非常勤

以上理事現員２７名

監　事 桑　原　克　也 常　勤

監　事 沼　尾　利　郎 非常勤

監　事 岡　原　宏　一 非常勤
以上監事現員３名

（注）令和8年３月１日現在

氏名
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【評議員】

役職名 寄附行為の選任条項 法人内の役職

評議員 赤　坂　正　己 第３４条第１項第１号 獨協医科大学埼玉医療センター事務部長

評議員 大　野　雅　夫 第３４条第１項第１号 獨協大学事務局次長兼総務部長

評議員 小　平　　　茂 第３４条第１項第１号 獨協埼玉中学高等学校副校長

評議員 鈴　木　淳　一 第３４条第１項第１号 獨協大学副学長

評議員 瀬　戸　浩　勝 第３４条第１項第１号 獨協中学・高等学校事務長

評議員 髙　橋　浩　昭 第３４条第１項第１号 獨協学園本部事務局財務部長

評議員 角　田　隆　雄 第３４条第１項第１号 獨協医科大学事務局次長兼経理部長兼企画広報部長

評議員 則　松　　　准 第３４条第１項第１号 獨協埼玉中学高等学校事務長

評議員 橋　詰　雅　子 第３４条第１項第１号 姫路獨協大学総務部長

評議員 松　田　泰　至 第３４条第１項第１号 姫路獨協大学人間社会学群長

評議員 松　本　麻里子 第３４条第１項第１号 獨協中学・高等学校教頭

評議員 小久保　博　史 第３４条第１項第２号

評議員 後　藤　典　彦 第３４条第１項第２号

評議員 鈴　木　達　也 第３４条第１項第２号

評議員 武　本　錠　治 第３４条第１項第２号

評議員 山　本　英　雄 第３４条第１項第２号

評議員 青　木　美　樹 第３４条第１項第３号

評議員 荒　巻　正　行 第３４条第１項第３号

評議員 上　田　善　彦 第３４条第１項第３号

評議員 内　倉　　　滋 第３４条第１項第３号

評議員 鹿　嶋　広　久 第３４条第１項第３号

評議員 霞　末　浩　二 第３４条第１項第３号

評議員 金　井　芳　夫 第３４条第１項第３号

評議員 木　原　正　義 第３４条第１項第３号

評議員 小　菅　一　弥 第３４条第１項第３号

評議員 榊　　　勝　彦 第３４条第１項第３号

評議員 佐　藤　君　江 第３４条第１項第３号

評議員 刀　川　昇　二 第３４条第１項第３号

評議員 長　野　義　明 第３４条第１項第３号

評議員 中　村　幸　嗣 第３４条第１項第３号

評議員 中　山　智　雄 第３４条第１項第３号

評議員 松　尾　一　可 第３４条第１項第３号

評議員 丸　山　泰　幸 第３４条第１項第３号

評議員 森　田　純　二 第３４条第１項第３号

評議員 谷田貝　茂　雄 第３４条第１項第３号

評議員 山　川　百合子 第３４条第１項第３号

評議員 渡　辺　　　健 第３４条第１項第３号

以上評議員現員３７名

（注）令和８年３月１日現在

氏名
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Ⅱ．令和８年度事業計画の概要

１．学園全体の事業概要

（１）令和７年度の主な事業実績

獨協学園では、平成１０年度から基本計画（中長期計画）を策定しています。令和６

年度が基本計画の２年毎の策定の年にあたり、「獨協学園第１４次基本計画（２０２４年

度）」について策定する予定でしたが、姫路獨協大学の経営改革の状況が定まらない

ことから、理事会及び評議員会の承認・同意を得て計画の策定延期を決定しました。

令和１０年度までの第１３次基本計画に基づく計画を実行しつつ、引き続き同大学の

方向性を早期に見極め、第１３次基本計画の見直しとしての第１４次基本計画の策定

を目指してまいります。

なお、獨協学園においては、各校及び学園本部が、基本計画を踏まえ各年度の事

業計画を策定し、事業計画に基づき各事業を実行・検証しています。

主な事業実績としては、少子化の進行などを受け文部科学省から私立大学の経営

改革や定員規模適正化などを支援していく施策が示されるなど私立大学等を取り巻く

環境が厳しさを増していることに加え、国内及び世界情勢の更なる不安定化や各方面

での物価高騰が継続する不透明な環境下、各校においてはカリキュラム改正やその

定着、ＩＣＴ環境整備の継続等により引き続き教育環境・教育の質を確保するなど、創

意工夫しながら学修支援に積極的に取組みました。また、各病院においては引き続き

診療の安定を図りつつ、安全で質の高い医療の提供及び業務の効率化を目指し、医

療ＤＸを推進するとともに既存施設設備の改修・更新を着実に実施しました。施設面に

おいては、獨協医科大学では総合教育研究棟が竣工し創立５０周年記念事業の大型

プロジェクトが完了しました。これらの取組みにより、学生生徒の確保に努めるとともに、

地域に密着した教育機関、研究機関及び医療機関としての責務を果たしてまいりまし

た。

また、姫路獨協大学については、姫路市に対して行った公立大学法人化に関する

要望が困難であるとの回答を得た為、経営改革に向けた方策を検討しておりますが、

引き続き様々な方策の検討を行いました。

（２）令和８年度の予算編成方針

獨協学園は、各校が連携して教育・研究・医療を通じて地域や社会へ貢献しながら、

各校では原則としてそれぞれの事業活動収入及び着実な償還計画のある借入金の範

囲内で収支予算を編成することとしております。学園が有する人的・知的資源を有効に

活用して学園内の協力関係をさらに深め、また外部との連携を図ることにより、特色あ

る学校経営を進めてまいります。

令和８年度は、近年の少子化、文教政策の変化等、学校法人を取り巻く経営環境が

－ 6－
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厳しさを増している状況に加え、全国的に病院の収支が悪化している中、当学園の経

営に大きく影響する診療報酬改定の年にあたり全体でプラス改定となる見込みですが、

医療経費や各種諸経費高騰が続いており、病院の収支改善への影響が不透明な状

況です。学園全体としても、国際情勢の不安定化や各方面での物価高騰の継続など、

引き続き先行きが見通し難い中での事業運営となります。

このような状況下、令和８年度は、姫路獨協大学の経営改革を筆頭に学園の諸課

題を念頭に置き、基本計画で予定した事業の着実な実行を目指しつつ、外部環境の

変化に機敏に対応し、各校において引き続き教学面、施設設備面及び学生サービス

面の充実を図り、地域に密着した教育機関、研究機関及び医療機関としての責務を果

たし地域貢献を実現してまいります。また、ガバナンス強化と積極的な情報公開を進め

ることで、広く社会から評価されるよう努めてまいります。

２．学園本部及び学校別の事業概要

〔学 園 本 部〕

（１）予算編成方針

１）令和７年度の主な事業実績と課題

令和７年度は、私立学校法が全面的に改正施行され、同法に基づく新たなガバナ

ンス体制での運営が始まり、理事会、評議員会等の諸会議運営を円滑に実施しました。

また、同法改正への対応として、引き続き各校へ情報発信を行い、各校の協力の下に

作業部会を開催し学園諸規則の制定及び一部改正等の検討を実施しました。

姫路獨協大学の経営改革に係る支援等に関しては、令和６年５月の大学経営改革

推進室の設置に続き、令和７年８月には理事長の直下に姫路獨協大学運営支援プロ

ジェクトチームを設置し具体案（人事や資金面等）の検討を進めるとともに方向性が決

まり次第、策定延期となっている第１４次基本計画に織り込むこととしています。

学園本部としては、姫路獨協大学に対して資金支援（法人分担金の猶予含む）を行

っているため、令和４年度から実施している賞与支給率の見直しによる人件費削減を

継続しつつ、獨協大学と獨協医科大学の協力のもと本部資金の一部節減を実行する

とともに、更なる経費等削減及び業務効率化等を図ってきました。

社会的責任への対応として、障害者雇用では、令和７年４月に法定雇用率の母数と

なる常用労働者の除外率が３０％から２０％に引下げられた影響等により、６月１日付の

法定雇用率は未達となりましたが、獨協医科大学グループでの新規雇入れにより対象

障害者の雇入れに関する計画書提出・指導の対象外となりました。引き続き、学園全

体で取り組みを強化します。

内部監査室では、令和７年４月１日から段階的に施行される改正育児・介護休業法

への対応状況及び学校法人への風評被害リスクが大きいと思われるＳＮＳの不適切使
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用対策について監査を実施しました。また、内部質保証推進に係る進捗状況及び科

研費管理等の毎年実施中の項目並びに過年度指摘のフォローを行いました。

獨協学園史資料センターでは、遠方在住者にも常設展・企画展をご覧いただける歴

史ギャラリーの「３６０度ヴァーチャルツアー」を適時更新し、獨協大学ドイツフェスの共

催展示ほか来館者にあわせた展示を実施しました。また、研究年報発行に向け、編集

委員会を開催し準備を進めました。

２）令和８年度の予算編成方針

令和８年度は、私立学校法の改正に伴い諸会議の開催が増えるため、学園の意思

決定が適切に行われるよう円滑な会議等の運営を実施しつつ、引き続き学園の最重

要課題である姫路獨協大学の運営支援等を中心に、学園の諸課題を想定しながら諸

事業に取り組むこととします。まずは、早急に姫路獨協大学の今後の方向性を決定し、

環境整備を行い、前々年度から策定を延期している「獨協学園第１４次基本計画（２０２

６年度）」の策定を行う予定です。なお、令和３年度から継続実施してきた姫路獨協大

学への資金支援（法人分担金の猶予含む）については、令和７年度をもって学園本部

の資金も余裕がなくなるため、令和８年度予算においては各校からの資金支援の協力

を仰ぐ見込みです。さらに第１４次基本計画の策定においても、より具体的な各校から

の資金支援策を検討していく必要があります。

学園本部としては、姫路獨協大学に対して資金支援等を行っていることから、資金

繰りに注視しながら経費削減を含む業務効率化を目指す施策を継続して検討、実施

してまいります。また、私立学校法の施行に基づき定めた「獨協学園内部統制システム

整備の基本方針」の実質化を図るべく、規則等の整備・見直し検討を継続実施してま

いります。併せて、障害を有する方への雇用機会の確保と持続可能な社会創出に寄

与すべく省エネ対策等の温暖化防止策の継続推進及び必要に応じた各校の取り組

み支援も念頭に置き、各校と連携を図りながら進めていくことといたします。

（２）事業計画

事 業 名 事 業 内 容

1）理事会、評議員会、学園

運営会議等の適正運営

2）姫路獨協大学の運営支援

への対応

3） 「獨協学園第１４次基本計

画（２０２６年度）」の策定

1) 学園内の意思決定機関等の適切な運営

2) 姫路獨協大学の運営に必要となる課題について、

学園各校の協力を得て対策を検討し実施する

3) 策定延期となっている獨協学園第１４次基本計画

の策定に向けた環境整備を行い、早期の策定を

目指す
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4） 本部事務局の業務効率化

5）各種法令改正への対応

6）社会的責任への対応

7）内部監査計画に基づく監

査の実施

8）獨協学園史資料センター

の機能強化・活用推進

9）学園内外に対する時宜を

得た情報発信力の強化

4) 業務効率化及び諸経費等節減を継続し、必要に

応じ学園各校から協力を得ながら業務を推進する

5) 各種法令改正に対応するため、学園規則等の整

備・見直し検討を継続実施するとともに、必要に応

じ学園各校の規程等の見直し依頼

6) 学校法人の社会的責任として学園各校の協力を

得つつ、障害を有する方への雇用機会の確保と、

持続可能な社会創出に寄与すべく省エネ対策等

の温暖化防止策を継続推進

7) 時宜を得た監査テーマと過年度フォローの継続、

理事会への適切な報告及び監査チームの質向上

8) 学園各校との連携等により学園の歴史検証に係る

資料を収集・整理・保存、学園の理念や歴史の理

解に資する展示及び出版物作成等を行い、広く学

園内外に情報を発信

9) 学園各校へ向けた関連法改正や補助金等外部資

金獲得支援を含む各種情報発信力強化に加え、

ブランド力向上を意識し、学園史資料センターも

活用した対外発信力の継続強化
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〔獨 協 大 学〕

（１）予算編成方針

１）令和７（２０２５）年度の主な事業実績と課題

①教学

第１３次基本計画を踏まえ、継続して「教育力の強化」を推進しました。特に令和６

（２０２４）年度に導入され、２年目を迎えた新カリキュラムは、カリキュラムの完成年度に

向けて着実な履行と点検・評価に努めました。

基本計画については２０２４年度に再検討し、「教育の質」の確保を中期的な課題と

位置付けています。２０２５年度の主な事業としては (１)新たな学部横断型教育プログ

ラム導入、(２)学部・学科再編、（３）全学共通カリキュラムの将来構想、以上３つの検討

に着手したことが挙げられます。(１)(２)については部会を立ち上げ具体案の策定を進

めました。中・長期的な見通しをもって、これらの検討の結果を、いかに時季を逃さず

に実現できるかが、最大の課題です。

認証評価および中教審答申でも強く要請されている学修成果の可視化については、

昨年度までに整えられた体制を、２０２５年度は順調に運用しました。アセスメントポリシ

ーに基づいて、外部アセスメント、学生の学修行動、学修成果を把握する学年修了時

アンケート、卒業時アンケート等を実施しました。その結果は内部質保証委員会に報

告され、点検評価委員会を通じて学部・学科にフィードバックし、改善に向けた取り組

みにつなげました。更に、アセスメントの結果は、従来よりも分かり易く見やすいかたち

で集約し、本学のHP上で情報公開を行いました。

また、教学マネジメント体制をより明確にするため、新たに学長を委員長とする「獨

協大学教学マネジメント委員会」を組織し、教育課程の編成に関する全学的方針の策

定について責任を明確化しました。これらの教学体制の実効力を高め、「教育の質」の

さらなる向上を実現し、発信力と競争力を高めることが今後の課題です。

②人事・組織

「基本計画に基づく専任事務職員の人事制度の再構築検討部会」の検討が終了し、

再雇用事務職員制度案および専任事務職員の標準職務表の改正素案を作成しまし

た。「再雇用事務職員制度」については、労使間の交渉に入り、「標準職務表の改正」

については、令和８（２０２６）年度に労使間で交渉に入る予定です。

専任事務職員の管理職に占める女性の割合は令和７（２０２５）年５月１日現在で３０.

４％となり、「女性の職業生活における活動の推進に関する法律」および「次世代育成

支援対策促進法」に基づく獨協大学行動計画を達成しました。また、男性事務職員の

育児休暇取得率が１００％となり、これも行動計画を達成しました。
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③施設・設備

令和７（２０２５）年度は、計画に基づいて、天野貞祐記念館のGHP(ガスヒートポンプ)

の更新、LED化等を行いました。施設・設備の予防保全型管理は、管理委託業者から

の協力を得ながら、破損や劣化で故障する前に未然に防ぐ対策が講じられるように努

めました。

中央棟は竣工から４４年経過し、その将来計画について、施設整備委員会の下に

「中央棟の将来計画策定のための検討部会」を設置しました。同部会では「中央棟の

劣化状況の把握と耐震・改修工事の可否」、「耐震・改修又は建て替えの選択」、「その

他必要事項に関する提言」について検討が行われ、学長に答申しました。

情報基盤ネットワークについては、計画に基づいた保守点検、更新等を進め、安定

稼働に努めました。また、情報セキュリティの強化にも努め、ネットワークや情報機器の

セキュリティ対策の他、ランサムウェア等に関する注意喚起や標的型攻撃メールに対

する訓練等を実施しました。ICTの活用では従来のICT利用に加え、議事録作成ツー

ルの利用、IVR（自動音声応答電話）システムの試験運用を開始しました。生成AIの活

用では、事務局内で運用ルールを定め、「基本機能を有する生成AI」の普及から始め、

段階的に利用の拡大を進め、業務効率化に努めました。

④財務

学生生徒等納付金について、新カリキュラム導入に合わせた学納金改定が２年目と

なり、徐々に改定効果が表れてきたことに加え、目標入学者数を超え、学生数が増加

したことにより、予算を上回る見込みとなります。

経常費補助金では、修学支援新制度の拡大による増加が見込まれる一方で、経済

学部の収容定員超過により、同学部に関する経常費補助金が不交付となりました。増

減率については、教育の質に係る客観的指標やC区分が改善しました。

寄付金募集事業「獨協大学学生サポート寄付金」では、事業目的である、「寄付金

による学生支援を通じた、より良い社会構築に貢献する人材の輩出」を念頭に置き、

継続して募集を行いました。

資産運用については、金利上昇を受け、学園会計規則に則って積極的な運用に

努めました。

支出に関して、教育研究経費は、これまで通り経費の削減、省エネルギーに努め、

光熱水費、支払手数料等では予算を下回る支出を見込んでいますが、修学支援新制

度の支援対象拡大に伴う支出の増加、諸物価高騰の影響を受け、当初の予算を上回

る支出が見込まれています。

経常収支差額は予算を上回る見込みとなりますが、学校法人会計基準の改正によ

り、賞与引当金の過年度修正が特別支出に計上されることから、基本金組入前当年

度収支差額は赤字を見込んでいます。
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２）令和８（２０２６）年度の予算編成方針

急速な少子化の進行や情報科学技術の進歩など、社会環境が目まぐるしく変化す

る状況下で、「教育の質」の確保と向上のためには、定員管理の厳格化を進めることが

必要と認識しています。２０２５年に大学基準協会に提出した改善報告書の検討結果

でも定員管理を引き続き徹底するよう改善が求められました。こうした観点から２０２６年

度は目標入学者数（除く編入学）を１,８３５人に絞り込み、収容定員充足率１１８.０%を目

標とします。学納金収入については学費改定３年目効果もあり、９２億円を維持します。

中長期的には、教育の質の確保に加え、将来の新学部・新学科構想の際は、さらな

る定員管理が求められることから、さらに定員管理の厳格化を漸次的に進め、令和１２

（２０３０）年度の収容定員超過率（２年留年を除く）１.０５倍未満を目指していきます。結

果、令和１２（２０３０）年度の学納金収入は、令和７（２０２５）年度試算と比べ約７億円の

収入減が見込まれます。しかしながら、教育の質の確保と競争力の強化を図るための

定員管理は必須の施策となります。

このために、学納金のみに頼らず、補助金等の外部資金獲得を目指す一方、業務

の見直しと合理化、インフラ設備の集約等、時代の変化に呼応する収支構造の転換も

強化していきます。

（２）認証評価への対応

１）学生の受入

第３期認証評価では、収容定員に対する在籍学生比率（以下「超過率」）の適正化

について改善課題を付されました。当時、指摘された外国語学部交流文化学科では

改善したものの、法学部総合政策学科の入学定員充足率の５年平均、および同学科

と経済学部経営学科の収容定員に対する在籍学生数が超過率を改善することがあら

ためて求められています。これらの超過率については、入学目標者数の順守、入試選

抜における繰り上げ合格制度の活用等を有効に活用し、適正な定員管理に努めます。

大学院の収容定員充足率の向上については、ホームページ、広報媒体への掲載

等、大学院に関する的確な情報提供に努めます。

２）教育課程・学修成果

教育課程の編成については、「獨協大学教学マネジメント委員会」を令和７（２０２５）

年度に組織し、全学的方針を年度ごとに策定する体制を整えました。

学修成果の把握・評価に関しては、認証評価受審時点では改善が求められました

が、その後、「内部質保証推進委員会」「教学課程委員会」が改善に取り組み、「アセス

メントポリシー」の策定、「アセスメントプラン」の集約、「アセスメント・DP対応表」の作成

を終え、学位授与方針(DP)とアセスメントの関連性は確保できています。

新カリキュラムは３年目となり、学年進行に伴うカリキュラムの進捗状況の点検・評価・

改善を各学部等で行い、それを「内部質保証推進委員会」と「獨協大学教学マネジメ
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ント委員会」で共有しています。また共有された点検・評価の状況を、将来に向けた教

育課程編成の議論に活用しています。

学部横断型および文理融合型教育の一貫として、情報科学教育プログラムを充実

させ、「数理・データサイエンス・AI教育プログラム」リテラシーレベル、応用基礎レベル

の認定を目指します。全学共通カリキュラムについては、その将来構想の検討を進め

るとともに、新たな学部横断型教育プログラム導入の可能性についても継続して検討

を行います

３）学生支援

獨協大学一種奨学金の制度改正に続き、大学院での奨学金、国際交流に関する

奨学金制度の見直しと拡充を進めます。また、修学支援新制度の拡充に伴い、支給

対象者が急激に増加しました。このような、制度変更や支給対象者の増加に対応する

ため、業務の一部を外部に委託し合理化を図った上で、父母、学生に対する適切な

周知と案内を行い、増大する業務の安定性と作業効率の向上に努めます。

キャリア教育・支援では、学生の利便性の向上とより細やかなサービスに努めるため、

DXによるキャリア支援を推進します。また、初年次からのキャリアを意識した教育や、

オープンカレッジとの連携によるキャリア・デベロップメント講座の開設など、キャリア教

育についても一層の取り組み強化を進めます。

国際化推進では、海外の大学への訪問、EAIE（欧州国際教育協会）、APAIE（アジ

ア太平洋国際教育協会）の年次総会に参加し、新たな協定校の開拓や、各種情報の

入手と更新に努めます。また、本学近隣物件を借り上げ、新たな国際交流宿舎とし、

日本人学生との共同生活を通じた国際交流の促進を目指します。

４）管理運営（人事・組織改革、社会貢献・社会連携）

円滑なカリキュラム進行のための総コマ数の算定と適正な人員数について検証を行

います。教員採用に関して、応募者の利便性を考慮した採用関係書類のオンライン化

に取り組みます。

社会貢献・社会連携に関しては、本学と、草加市、UR都市機構、東武鉄道、トヨタホ

ームとの５者協定に基づき、獨協大学前＜草加松原＞駅西側地域における産官学連

携によるまちづくりを推進し、イベント開催等を通じて地域の発展に努めます。オープ

ンカレッジ特別講座や４つの研究所（地域総合研究所、環境共生研究所、外国語教

育研究所、情報学研究所）を中心とした講演会やシンポジウムを通じて、広く大学の

教育・研究の成果を地域に還元します。

財務面では、補助金獲得強化のための取り組みを進め、「教育の質に係る客観的

指標調査」のさらなる改善に努めます。補助金算定の際に用いられる増減率A区分

（学部等ごとの収容定員に対する在籍者数の割合）、C区分（学納金に対する教育研

究経費等の割合）にも注視していきます。寄付金募集事業については、「獨協大学学
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生サポート寄付金」を活用し、寄付金募集の目的に沿うべく募集活動を進めます。令

和１２（２０３０）年度に償却年数を終える中央棟については、この先の耐震改修等のた

めの、耐震診断や、その他補強案作成に関する調査を行います。中央棟の将来計画

に関しては、資金計画も同時に進め、第２号基本金引当特定資産他の積み増しを計

画的に行います。資産運用については、学園会計規則に沿い、金利上昇の局面にお

いて、より有利な資産運用に努めます。

（３）事業計画

事 業 名 事 業 内 容

１．教育力の強化

1) 令和６（２０２４）年度導入の新

カリキュラムの進捗状況の点

検及び把握

2) 教学マネジメント体制の充実

3) 全学共通カリキュラムの将来

構想

4) 学部・学科再編の検討

5) 新たな学部横断型教育プロ

グラムの検討

6) 新カリキュラム完成後を見据

えた準備

２．学生支援の強化

1) 本学に適した奨学金制度の

構築

2) キャリア教育・支援の強化

３．入試制度・入試広報の強化

1) 目標入学者数確保

1) 新カリキュラムの進捗状況の点検及び改善点の

把握

2) 各種アセスメントによる学修成果の可視化

教学IRの強化

3) 全学共通カリキュラムの恒常的な点検評価及び

再編案検討

4) 大学の将来を見据えた学部・学科再編の検討

5) グローバル人材育成プログラムとも連動する新た

な学部横断型教育プログラムの立案

情報教育プログラムの「数理・データサイエンス・

AI教育プログラム」リテラシーレベル、応用基礎レ

ベルの認定の獲得

6) 社会情勢の急速な変化と本学の将来像を踏まえ

た検討

1) 新たな奨学金制度の拡充・検討と奨学金の支給

学生・保証人に対する周知、案内等サービスの

向上

2) DXによるキャリア支援の拡充

1）高校訪問、オープンキャンパスの他、大学説明

会オンラインLIVE等の積極的な広報展開

－ 14－



15

2) 入試制度の継続した見直し

４．国際化推進

1） グローバル人材育成のための

教育プログラムの検討

2） 海外大学等とのネットワーク

拡大及び強化

3） 国際交流宿舎の運用活性化

５．人事・組織

1） 人事制度の再構築

2） 女性の活躍や次世代育成の

支援

3） 組織再編検討部会答申を受

けての具現化

６．既存施設メンテナンスの効率

化、機器整備計画の検証

1） 中央棟の将来計画の策定

（耐震改修等）

2） 省エネルギーの推進

3） 図書館リニューアル

4） 情報セキュリティ強化

5） AV機器・情報インフラ等の見

直し

6） ICT・DXを活用した業務効率

化

2）年内入試の活性化と入試制度見直し等による新

たな受験層の獲得

1）グローバル人材育成に資する教育プログラム立

案のための検討

2）国際交流に関する中長期的な展望に基づいた

計画の実施

3）新規の国際交流宿舎の運用

1）「標準職務表」改正とその運用

多様な職種の活用と人員管理

2）女性が管理職に就きやすい環境の整備

次世代が監督職に就きやすい環境の整理

障がい者雇用の促進

3）大学の将来を見据えた学部・学科編成と連動し

た組織再編等

1）中央棟の将来計画に関するプロジェクトマネジメ

ント

耐震診断及び改修調査

2）環境負荷軽減と経費抑制のための省エネルギ

ーの推進と啓発

3）図書館開館２０周年にあたり新しい学修スタイル

に対応するための改修

4）セキュリティ対策の強化

セキュリティ教育と訓練の実施

5）AV機器・情報インフラに関する現状調査

リプレイス計画の見直し

6）本学に合わせた業務利用の促進
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７．財務

1） 支出構造の見直し

2） 経常費補助金の獲得強化

3） 中央棟の将来計画に要する

資金の積み増し

4） 寄付金募集事業の強化

1）学生数の適正化に伴う収支構造変化への対応

2）「教育の質に係る客観的指標」他に関するポイン

ト獲得のための積極的取り組み

3）計画的な特定資産の積み増し

4）寄付金募集事業「獨協大学学生サポート寄付

金」の継続と更なる学生サポート

〔獨 協 医 科 大 学〕

（１）予算編成方針

１）令和７年度の主な事業実績と課題

本学は、令和７年度においても、建学の理念を基に、『ＮＥＸＴ５０』の飛躍に向け

たアクションプランを遂行するため、教育・研究・診療・財務の改善に取り組み、学内

活動としての自己点検・評価及び、認証評価機関による評価結果も踏まえた各種事

業を展開しました。

教育面においては、基礎医学教育の充実、臨床医学との連携強化及び本学の

医学教育全体の発展に寄与できる組織として、令和７年４月に基礎医学に「医学教

育学講座」及び「ゲノム医科学講座」を新設しました。前者は、大学直轄の組織「教

育開発・国際交流センター」と協働し、医学教育の更なる充実を図っています。後者

は最新の次世代シーケンサー導入による癌や各種難病のパネル検査を自学で実

施できる体制の構築を図っています。

医学部では、４つのポリシーの内、教学の基本方針である３ポリシー（ディプロマ・

ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）について、本学の独自性を

反映のうえ、医学教育モデル・コア・カリキュラム（新コアカリ）に準拠する観点から、３

ポリシー改定ＷＧによる検討を進めてきた結果、建学の理念及び新コアカリで求め

られる資質・能力を踏まえた成案を得たことから、令和８年４月から改正・適用するこ

とを決定しました。また、ｅＢＯＯＫ（電子教科書）を正式採用し、能動的学修を推進

しています。さらに、新コアカリに対応するためカリキュラムの実質化を図っており、６

年一貫のメディカルプロフェッショナリズム教育プログラム（Ｄ－Ｍｅｐ）の改善、診療

参加型臨床実習（Ｃｌｉｎｉｃａｌ Ｃｌｅｒｋｓｈｉｐ）の充実、医学研究実習の拡充によるリサー
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チマインドの醸成、ブロック講義の更なる改善等に取り組み、質の高い医師の育成

を目指しています。

大学院医学研究科では、教学ＩＲデータを踏まえて、４つのポリシーの点検・見直

しを行った結果、長期履修制度等の現行の運用に即した成案を得たことから、ディ

プロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーを令和８年４月から改正します。

看護学部では、引き続き、すべての学生が自らのキャリアプランにより、看護師の

他、保健師、助産師、養護教諭のライセンスから３パターンのダブルライセンスを取

得することが可能なカリキュラムとし、知識と技術の修得により、保健・医療・福祉の

質の向上を担う看護専門職者の育成を目指しています。

看護学研究科では、教育・研究環境の充実、利便性の向上、社会人学生の積極

的な受け入れを図ることを目的に、令和７年４月に埼玉医療センター内に「埼玉サテ

ライトキャンパス」を設置し、本研究科博士前期課程の科目の一部を開講しています。

また、令和７年度においても、医学・看護学の両学部ともにドイツ及びフィリピンの

海外研修を行い、国際的視野を持った医療従事者を養成しています。

研究面においては、本学の研究推進が効率的かつ効果的に行われ、研究活動

の質と成果を向上させる目的で、令和７年４月よりＵＲＡセンターを設置しました。Ｕ

ＲＡセンターは、リサーチアドミニストレーション部門、テクノロジートランスファー部門、

バイオインフォマティクス部門、共同利用部門、研究倫理統括部門で構成され、各

部門が連携して研究環境の向上と競争的研究費の獲得に向けた支援、知的財産・

産学連携、研究統計など研究力の推進に係る様々な活動を実施しています。

大学病院では、より高精度で安全な画像診断を実現するため、北関東初となる最

新モデルの全身用Ｘ線ＣＴ装置（フォトンカウンティングＣＴ）導入を予定しています。

整形外科領域においては、早期の機能回復などが期待できる、ロボット手術のシス

テム（人工関節置換術ロボティックアーム手術支援システム）を、埼玉医療センター

と共に導入しました。また、埼玉医療センターでは、がん患者の受診数の増加及び

埼玉東部地区においてより高度な画像診断のニーズが高まっている状況を踏まえ、

ＰＥＴ－ＣＴを導入し、令和８年度から運用を開始します。日光医療センターでは、デ

ジタル画像を迅速かつ容易にアクセス可能とするために、放射線部門システムＰＡＣ

Ｓを更新します。

なお、３病院においては、病院情報システムの安全管理に関するガイドラインに

基づき、セキュリティ対策システムを導入し、災害、サイバー攻撃、システム障害等の

非常時への対応を強化しています。また、診療面においては、それぞれの病院の理

念のもと、高度で多様化する医療ニーズに対応するため、医療ＤＸを推進し、地域

の医療機関と連携を図りながら、質の高い医療提供体制の確保に努めています。ま

た、「三病院経営改善実務者会議」により現行の医療体制を適切に評価・分析し、

各病院で医療収入の増収対策に取り組んでいます。一方で、本学の更なる経営の

効率化を図るために、学長直轄の組織として「プロキュアメントセンター」を設置しま
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した。当センターは、三病院の医療材料、医療機器等の一括発注・購入などの直接

取引を行い、窓口の一本化及びＳＰＤ業務管理による調達コスト削減等を図ってい

ます。

管理運営においては、これまでの学生・教職員の健康管理室としての機能・役割

であった保健センターに、診療（健康診断書・証明書の発行を含む）を行う一般診

療室を備えた「獨協医科大学健康管理診療所」を設置しました。

地域連携・貢献活動として、「地域共生協創センター」では、公開講座及びとちぎ

子どもの未来創造大学等を開講し、地域住民と協働しながら持続可能な地域社会

を創出しています。また、リカレント教育や認定看護師教育課程、看護師特定行為

研修を開講しキャリア発達・開発支援も行っています。

ＳＤとＦＤ活動が一体となって教育の質の向上並びに教職員の資質・能力向上に

取り組む「ＦＤ・ＳＤセンター」では、研修・講習会等を開催又は支援しています。

施設設備面においては、「総合教育研究棟」が１０月末に竣工し、多様な学習ス

タイルへの対応としてラーニングコモンズや図書館の整備、またＩＣＴ技術を活用した

情報基盤センターの配置など、高度先進化する医学・看護学教育に対応するため

の教育研究環境が整いました。これにより、令和４年度から展開してきた創立５０周

年記念事業（①日光医療センター移転新築、②看護学部増築棟の建設、③埼玉医

療センター管理棟建設、④総合教育研究棟建設）の大型プロジェクトは完遂となりま

した。

これらの事業活動を踏まえ、上期の実績を基に作成した「令和７年度予算実行見

込」では、医療収入が予算比で上回る一方で、支出については昨年からの物価高

騰が続いている影響から医療経費も予算を上回り、結果、医療粗利益は予算を下

回る見込みとなります。また、一般経費は全学を挙げての経費削減への取り組み及

び事業の先送り等により予算を大きく下回っていますが、経常費補助金交付要件の

一つの指標である経常収支差額は赤字となる見込みとなっています。さらに、学校

法人会計基準の改正により、※賞与引当金の計上が義務付けられたことにより、特

別収支差額は大幅に悪化することから、令和７年度の基本金組入前当年度収支差

額は赤字となる見込みです。下半期に向けては、新型コロナウイルスも完全に終息

していない中で、インフルエンザの同時流行も懸念されることから、緊張を緩めるこ

となく最大限の警戒を継続しつつ、本学を取り巻く社会・経済情勢の動向を見極め

ながら、引き続き本学の使命である教育・研究・診療・地域貢献の各分野の質を高

めていくことが肝要です。それには、医療収入の増収対策や医療材料の節減等、

具体的な取り組みを推進し、経営改善に努め財政基盤の強化を図ることが年度末

に向けた喫緊の課題となります。

２）令和８年度の予算編成方針

本学では、創立５０周年記念事業の大型プロジェクトとして、将来に繋がる様々な
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設備投資を行ってきました。今後も「ＮＥＸＴ５０」の飛躍に向け、本学の基本としてい

るミッション、ビジョン、アクションプランを着実に遂行し、教育・診療・研究水準の維

持向上を図っていきます。そのためには、より一層の財政基盤の強化と安定が不可

欠であります。

令和８年度は本学の経営に大きな影響を与える診療報酬改定が行われます。政

府は３０年ぶりの高水準となる、本体部分を３．０９％引き上げる方針を決定しました

（令和７年１２月１９日）。この改定が本学にとって、どれだけの収益インパクトがある

のか、様々な不確定要素を検証していかなければなりませんが、それ以上にエネル

ギー原材料価格の高騰や円安等の不安定な国際情勢に起因する物価高及び人件

費増加は続くことが予想され、加えて本学では近年の設備投資に係る減価償却費

の負担増が今後の経営を圧迫していくなど、多くの課題に直面することは避けられ

ません。

このような社会・経済の先行きが不透明かつ厳しい状況ではありますが、国の医

療制度や診療報酬改定の動向について的確な情報収集に努め、大学および病院

の役割を果たすために成長を止めることなく、継続的・計画的に施設・設備の更新を

行い、高度で先進的な医療及び教育体制を確立していくことが必要です。中長期

的な計画では、キャンパスマスタープラン２期目となる研究・実験・実習施設の移転

新築工事や総合エネルギープラントの更新工事、大学病院の建て替え、埼玉キャン

パスにおける新病院・医療系学部の新設といった将来構想があり、これらを実現す

るためには莫大な資金を要します。本学はこれまでコロナ禍の困難な状況下におい

ても、創立５０周年記念事業の大型設備投資のために着実に特定資産を積み上げ

てきましたが、事業が完遂し、支払いに充当したことで金融資産残高が大きく減少し

ました。今後は将来構想の実現のために、様々な施策による収支改善はもちろんの

こと金融資産の積極的な運用を行い、財政基盤を安定化し、必要な財源を確保して

いくことが重要課題となります。

予算編成にあたっては、学園予算編成方針にある「財務の自立と自助努力」の徹

底した取り組み強化を念頭に置き、第１３次学園基本計画のほか、これまでに実施

した自己点検・評価結果も踏まえた事業計画を策定します。収入面においては、寄

付金、補助金、受託研究費等の外部資金獲得に向けて、事務部門及び研究マネジ

メント委員会等、関連部署の連携協力体制を強化し、資金調達の多様化を図ります。

病院においては、「三病院経営改善実務者会議」における分析データを踏まえ、先

を見据えた効果的な方策を実行し、加えて令和８年度予算編成より、各診療科がそ

れぞれで目標値を設定し、達成に向けた取り組みを推進することで、医療収入の増

収に繋げていくこととします。一方支出面では、医薬品・医療材料の調達コストの削

減および委託費等の固定費についても契約の見直しを図り、経費の削減に努めま

す。特に新規事業及び施設・設備計画については、鋭意検討を行い適正な時期、

内容により実施することと併せて優先順位の明確化を徹底します。財務状況の進捗
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によっては「取り止め、先送り」等を含めた経営判断を行います。

以上、本学の現状を踏まえ、将来構想の具現化に向けた予算編成としたく、教職

員一人ひとりのコスト意識と総力で財政基盤の強化、安定化を確立できるよう、令和

８年度も、本学は一つひとつ困難な課題を乗り越え着実に前進していきます。

（２）令和８年度予算のポイント

１）医科大学関連

【教学関係】

両学部ともそれぞれの教育理念のもと、教育目標を定め、３つのポリシー（ディプ

ロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）に基づく教育プログラ

ムを展開しています。また、学修成果に関する情報の公開と社会に対する説明責任

を果たすことを目的としてアセスメント・ポリシーを定め、機関レベル（大学全体）、課

程レベル（各学部・研究科）、科目レベル（個々の授業）で総括的・形成的評価を織

り交ぜた多様な学修成果の測定・評価を行い、本学の教育改善に繋げていきます。

令和８年度においても、これらに加えて、適合認定を受けた「大学基準協会」によ

る大学評価結果を踏まえ、教育・研究等における点検・評価を行い、更なる質の向

上を目指します。

また、日本医学教育評価機構（ＪＡＣＭＥ）及び日本看護学教育評価機構（ＪＡＢＮ

Ｅ）による分野別評価結果を踏まえ、全学自己点検・評価委員会並びに内部質保証

推進委員会による内部質保証システムにおいて、教育プログラムの継続的な改善

及び特色ある教育活動に取り組みます。

①医学部

医学部の教育理念である、「患者及びその家族、医療関係者をはじめ、広く社会

一般の人々から信頼される医師の育成」のもと、令和８年４月には新コアカリに準拠

した教学の基本方針の「３つのポリシー」を改定します。日本医学教育評価機構（ＪＡ

ＣＭＥ）による医学教育分野別認証評価においては、評価基準に適合していること

が認定されていますが、評価報告書で指摘された項目について、教育プログラム評

価委員会を中心に、継続的な改善と一層の充実に取り組みます。公開した令和７年

度年次報告書では「水平・垂直統合型講義、シミュレーション教育等教育プログラム

の改善」「技能・態度に係る教育方法、評価方法の確立・実施」「診療参加型臨床実

習の充実」「能動的学修（アクティブラーニング）の推進」「リサーチマインドの醸成」

「医学教育ＦＤの体系的な企画運営による活性化」を挙げています。令和８年度に

おいては、これらの改善を進めるため、医学部教育関係委員会によるＰＤＣＡサイク

ルの推進と、医学教育の変化に対応したカリキュラム編成（ブロック講義、水平・垂直

統合講義等）及び試験の在り方の見直しを行い、さらに医学教育モデル・コア・カリ

キュラム（令和４年度改訂版）への適切な対応など、新たな視点から評価・検証を行

い学生教育の充実と学修成果の向上に繋げることとします。
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これらに必要な経費として、一般的な経費以外にデータ一元管理とＡＩ解析を用

いた学修の最適化と無限学習を目指す大学改革事業に係るシステム構築費、医師

国家試験対策およびＣＢＴ対策のため当該試験に準じた内容の試験問題の外注費、

電子教科書等による教育支援サービスの提供に必要な経費、共用試験（臨床実習

前・後ＯＳＣＥ・ＣＢＴ）の実施に伴う経費、学生の海外研修経費、Ｍｏｏｄｌｅ関係費用

等、必要な経費を計上しました。

②看護学部

看護学部の教育理念である、「社会から信頼され、地域社会及び地域の人々の

健康課題の解決並びに保健医療福祉の質の向上に貢献していくために、自己教育

力を基盤とし、看護実践力を高めながら看護専門職としてのプロフェッショナリズム

を醸成し続けられる自律した看護専門識者を養成する」のもと、看護教育の充実を

図っていきます。日本看護学教育評価機構（ＪＡＢＮＥ）による分野別評価において

は評価基準に適合していることが認定されおり、評価機構からは、検討課題並びに

改善勧告等の指摘事項はなく、当学部の長所・特色として、「ディプロマ・ポリシーに

基づいた修学ポートフォリオの活用」「教員の看護実践活動の支援体制」「授業改善

のための組織的な取り組みと学生の参画」等、全体的に高い評価を得られました。

引き続き、適切にＰＤＣＡサイクルを機能させ、教育の質の向上に取り組んでいきま

す。

令和６年度からは入学定員の増員に加え、ダブルライセンスが取得できるカリキュ

ラムに改正となり、令和８年度３年次生よりライセンスごとの専門的な教育・実習が開

始されます。今後も新カリキュラムの適切な運用・整備に努め、ディプロマ・ポリシー

に掲げた自己教育力・看護実践能力・プロフェッショナリズムを有しかつグローカル

な視野を持った看護職者の人材育成に努めます。

これらに必要な経費として、一般的な経費のほか、入学定員・教員増員及びカリ

キュラム改正に伴う備品等整備費用、学生募集等広告費用、国家試験対策としての

模擬試験、特別講義等の経費、学生の海外研修経費、Ｍｏｏｄｌｅ関係費用、博士前

期課程高度実践看護師コースにＮＰ（ナース・プラクティショナー）領域を開設するこ

とに伴う消耗品等の準備費用等、必要な経費を計上しました。

【管理運営費関係】

①総合教育研究棟関連

令和７年度に竣工した総合教育研究棟の警備体制の変更（２４Ｈ体制へ）に伴う警

備関連費用を計上しました。

②労務関連

看護師確保対策として学内外の看護学生を対象とした広報活動に係る経費を計上

するとともに、ＷＥＢ医師評価システム導入により効率化とペーパーレス化を推進す

るための費用、人事・給与システム用のサーバー更新費用、障害者法定雇用率の

達成に向けた啓発や求人活動等に要する経費等、必要な経費を計上しました。
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③地域共生協創センター関連

緩和ケア認定看護師教育課程の開講に係る実施経費、地域共生協創センター事

業拡大に伴う機器・什器備品等整備に係る費用、地域貢献プロジェクト実施に伴う

環境整備費用等を計上しました。

④ＦＤ・ＳＤセンター関連

「看護基準」を常時参照できるナーシングスキル日本版に係る費用、看護のラダー

毎やセーフティプラスのe-learning契約費用、各種講習会・研修会の開催経費を計

上しました。

【施設・修理関係工事】

特高電気室設備の老朽化に伴う更新工事として、３ヶ年計画１年目の設計・着工

前準備費用を計上しました。

また、その他大学棟施設・修理工事のうち、臨床医学棟屋上防水及び外壁塗装

工事費用、基礎医学棟の有効活用を目的とした改修工事、総合教育研究棟のシミ

ュレーション室整備費用、令和３年度より計画的に実施している関記念学生館（医

学部女子学生寮）居室の衛生設備更新工事費用、また、継続使用する大学の建

物・設備・構築物の保全費用等を計上するとともに、各種改善・改修に係る必要な

経費を計上しました。

２ )大学病院関連

大学病院では、特定機能病院として高度急性期医療を担うとともに、地域医療の

中核として近隣医療機関と連携を図りながら、医療提供体制の更なる充実を目指し

ています。開始から１５年が経過した栃木県ドクターヘリの運航は１０，０００回の出動

を重ね、栃木県及び北関東全域の救急医療を支えています。また、側弯症治療セ

ンター、てんかんセンター及びガンマナイフセンターのオープンなど、地域のニーズ

に応えた新分野への取り組みも進めています。令和７年度においては、医療ＤＸ推

進という重点施策のもと、ＰＨＳからスマートフォンへの切り替え、スマートベッドの拡

張を進めるとともに、近年頻発している医療機関を狙ったサイバー攻撃に対するセ

キュリティ防御システムを構築し、安定した医療を継続的に提供可能な体制を整備

しました。さらに、低侵襲手術を実現し、患者の早期機能回復と手術の効率化に繋

がる人工関節置換術ロボティックアーム手術支援システム（Ｍａｋｏ）や次世代型ＣＴ

で幅広い臨床応用が可能となるフォトンカウンティングＣＴの導入など最新鋭の医療

機器の整備も推進しています。

一方、医療経費は原材料費及び人件費を含む価格高騰の影響もあり、医療材料

や薬品の値上げが顕著でありますが、本年度設置されたプロキュアメントセンターに

よる３病院統一仕入れの推進や子会社を介さない直接取引の実施により、更なる経

費節減に努めます。

令和８年度においても、高度で多様化するニーズに対応するため、以下のとおり
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予算を計上しました。

【経営基盤の強化・安定化】

国内で加速度的に人口減少が進む局面を迎え、経営基盤の強化・安定化には、

効率的な病床運営が不可欠なことから、病床数を削減しスリム化を図るとともに、稼

働率の向上を目指します。また、手術件数の増加により入院単価を上昇させる一方、

医療経費率の低減を目指し、無駄の無い医療材料の購入検討を進めます。

【診療体制の整備】

令和８年度も診療体制整備に力を入れ、医療の質及び患者サービスの質向上を

目指します。また、電子カルテ及び関連部門システムの令和９年度の更新に向けて、

円滑に移行が出来るよう準備を進めます。

①放射線機器（ＭＲ）の購入

ＡＩの高速撮像技術や超高分解機能により、複雑な神経繊維や画像の空間分解能

を超えるマイクロストラクチャーの描出が可能となり、検査時間の短縮にも寄与する

磁気共鳴診断装置の購入費用を計上しました。

②ｄａ Ｖｉｎｃｉ ＳＰの購入

ロボットアームを１本にしたシングルポート（単孔式）により、アーム同士の干渉に制

限されない様々なサージカルアクセスが可能となり、患者の体へのさらなる負担軽

減が期待できる手術支援ロボットの購入費用を計上しました。

③手術室生体情報システム（術中モニター）の更新

手術室での手術・麻酔管理に不可欠な生体情報システム（術中モニター）の更新費

用を計上しました。

【施設関係工事】

①非常用発電機重整備工事

停電時に安定した電力供給を行うための非常用発電機重整備費用を計上しました。

②中央監視盤更新工事

中央監視盤機器更新費用を計上しました。

３ )埼玉医療センター関連

埼玉医療センターでは、地域住民からの信頼に応えるべく、良質かつ安全な医

療の提供を使命とし、「常に研鑽し患者の信頼にこたえる」を基本理念として掲げ、

埼玉県東部地域の基幹病院として、周辺の医療機関と連携を図りながら高度で先

進的な医療の提供を担い、地域医療の発展に教職員一丸となって取り組んでいま

す。

令和７年度においては、生理機能検査室の改修を始め、次世代医療体制の構築

に向けた取り組みの一環として医療現場の負担軽減を目指し、スマートベッドの導

入を進めています。また、ＰＥＴ－ＣＴ装置の導入について、検査を院外に外注して

いる現状や埼玉県東部地区におけるニーズ、がん診療における診療全体の質向上
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などを総合的に踏まえ検討し、令和８年度からの稼働に向け準備を進めているとこ

ろです。

令和８年度においても引き続き、高度で多様化する医療ニーズへの対応と地域

医療への貢献を念頭に以下のとおり予算を計上しました。

【経営基盤の強化・安定化】

物価高騰による医療経費への影響を最小限に抑えながら、いかに医療粗利益を

最大化していくかが経営基盤強化への重要な課題となります。収入面では、目標病

床稼働率の維持向上に加え平均在院日数の縮小、各種加算や管理料の確実な算

定など、病院の基本方針に基づき教職員一人ひとりが自覚と責任を持って取り組む

とともに、人材確保が厳しい現状からもＡＩの積極的な活用やスマートベッドなどを始

めとするＩＣＴ機器を活用したＤＸ化による業務効率化を一層推進し、収益向上に向

けた様々な施策を講じてまいります。支出面では、プロキュアメントセンターの効果

的な活用に加え、３病院のスケールメリットを存分に活かした価格交渉や医療材料

の適正使用などを徹底することで、経費削減をより一層強化していきます。

【診療体制の整備】

①ｄａ Ｖｉｎｃｉ ＳＰの購入

手術支援ロボットによる手技件数は全国的にも増加傾向にあり、当センター（２台体

制）においても従来の２．３倍に増加しております。今後も新たな手技が保険適用に

なることが見込まれ、また、多様化する患者ニーズに対し柔軟かつ迅速に対応する

体制を整備するため、手術支援ロボット「ｄａ Ｖｉｎｃｉ ＳＰ」の追加導入費用を計上し

ました。

②スマートベッドシステムの導入（２期目）

令和７年度に新規導入したスマートベッドシステムにおいて、導入後の効果を十分

分析した上で、令和８年度はさらに４病棟へ段階的に導入するための必要経費を計

上しました。

③電子カルテネットワーク更新

電子カルテをはじめとするすべての業務システムを運用するうえで、重要な運用基

盤になります。

昨今の運用状況として、機器の老朽化によって故障による障害が発生しています。

ネットワーク起因によるレスポンス改善、ネットワーク装置が内在する脆弱性の問題

を解消するためにも、新たな機器に更新する費用を計上しました。

【施設関係工事】

①１号館無停電装置（ＵＰＳ）の更新

前回の更新から２０年以上が経過しており、設備の性能低下を防止するための更新

費用を計上しました。

②医事部門事務室の改修工事

３部門（外来課・入院課・医事保険課）が現存する事務室は開院以来改修しておら
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ず、床面や壁面、床下配線などの不具合が激しい状況であることに加え、業務内容

も時代とともに大幅に変化したことから、より効率的で生産性の高いレイアウトに変

更するための改修工事費用を計上しました。

４ )日光医療センター関連

日光医療センターは、地域の基幹病院として医療を求めるすべての人におもい

やりの心をもって接し、安心・安全かつ高度で良質な医療を提供することを基本理

念に掲げ、国際観光都市・日光と県西地区の中核病院として急性期からリハビリま

で切れ目のない医療を提供するとともに、地域医療連携推進法人「日光ヘルスケア

ネット」と連携して地域医療の貢献に努めています。

令和５年１月の移転で新設した「眼科」、「救急・総合診療科」、「高度治療室（ＨＣ

Ｕ）」は順調に稼働し、敷地内ヘリポートの活用によりドクターヘリでの迅速な治療と

大学病院への迅速な搬送を実現しています。さらに、ラーニングコモンズや共同実

験室を設置して医師・看護師・コメディカル・学生らが職種を超えて学習・研究できる

環境を整え、臨床研究の推進にも取り組んでいます。加えてＩＣＴの積極導入やＤＸ

推進により業務のスマート化を図り、特に「救急車を断らない病院」として地域から信

頼される医療提供を目指しています。

令和８年度も高度化・多様化する地域医療ニーズに対応するために以下のとおり、

予算を計上しました。

【経営基盤の強化・安定化】

令和８年度は診療報酬改定の年となりますが、昨今の医療機関を取り巻く環境は

厳しい状況が続いており、今のところ不透明ではありますが、昨年度に引き続き、新

規外来患者の獲得、救急車の積極的な受け入れ、病床稼働率の維持向上、適切な

加算・指導料の算定に取り組み、医療収入の増収に努めます。また、物価の高騰が

引き続き懸念されることから、医療経費については、プロキュアメントセンターによる

共同検討、共同購入を取り進め、医療資源の効率的、効果的な投下による経費節

減を実現します。一般経費についても、取引業者との綿密な価格交渉に基づく購入

の実施や不要不急の支出を控えることにより削減に努めます。

【診療体制の整備】

①生理検査システムの更新

生理検査システムの更新費用を計上しました。

②関節鏡システムの更新

関節鏡システムの更新費用を計上しました。

③地域連携システムの更新

地域連携システムの更新費用を計上しました。

④アブレーション治療の開始

アブレーション機器のレンタル費用を計上しました。
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⑤公用車の更新

公用車の更新費用を計上しました。

５）看護専門学校（壬生校）関連

附属看護専門学校では、「患者及びその家族、医療関係者をはじめ、広く社会一

般の人々から信頼される看護師を育成する」ことを教育理念としており、豊かな人間

性を備えた、看護実践能力のある看護師を育成することを教育目的に、３つのポリシ

ー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）を定め、社

会のニーズや医療を取り巻く環境が変化していく中、本学３病院の高度急性期医療

から地域・在宅医療までを見据えた幅広く活躍できる看護師の育成に取り組んでい

ます。

令和８年度は、昨年から行われている第５次カリキュラムにおける学修成果の測

定・評価を継続し、ディプロマ・ポリシーに掲げた主体的学修能力、臨床判断能力を

学生が習得できるよう教育の質の向上に努めていきます。また、令和７年度より放送

大学と連携しダブルスクールによる学士（教養）の取得ができるようになり、多様な学

びの環境を整えられるようにしていきます。そして、令和８年度より、入学定員が１００

名から４０名に減員となることから、さらにアドミッション・ポリシーに沿った優秀な学生

の確保に尽力します。

令和８年度から、学校教育法改正（令和８年４月１日施行）により、社会が求める

専修学校における職業実践教育の充実化が図られます。質保証として、学校評価

の方向性が示され、第三者評価識見を有する者などによる第三者評価が努力義務

と規定されました。第三者評価実施に向け、評価基準、組織ルールの明確化を図っ

ていきます。

これらのことから、教育の質の向上として、能動的学修を推進し、看護に必要な能

力を修得できるよう教育活動、教育環境の整備を進めます。そのための費用として、

以下のとおり予算を計上しました。

【教学関係】

地域・在宅における多様な場での看護実践能力を養うことを目的として、学外の

病院や就労支援施設、介護老人福祉施設、地域包括支援センター等の福祉施設

及び保育園等の施設で臨地実習を行う経費を計上しました。

【管理運営関係】

看護専門学校への志願者数は、より一層少子化が進み、大学志向も加速し、著

しく減少しています。入学定員４０名の減員に伴い、優秀な学生を確保するため、県

内外への募集活動やオープンキャンパスの実施回数を増やすなど広報を強化しま

す。実施経費として、パンフレット・チラシ・募集要項等、ホームページやインターネ

ット媒体等の広報活動費用を計上しました。
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【施設設備関係】

①教室ＡＶ（映像音響）システム更新

大教室（第１学年・第２学年）の映像音響システムが長年の使用により雑音や映像

の不鮮明などがあり修理を行ってきましたが、今後、使用を継続すると授業に支障

を来たすため、更新費用を計上しました。

②建物維持保全工事

建物の老朽化が進んでおり、突然発生する雨漏れやドア等の補修、空調機修理

等、建物維持保全費用を計上しました。

③１階トイレ改修工事

学生用トイレについて、多くの学生から要望があったことから、改修するため経費を

計上しました。

６）看護専門学校（三郷校）関連

令和８年度から、学校教育法改正（令和８年４月１日施行）により、社会が求める

専修学校における職業実践教育の充実化が図られます。質保証として、学校評価

の方向性が示され、第三者評価識見を有する者などによる第三者評価が努力義務

と規定されました。第三者評価実施に向け、評価基準、組織ルールの明確化を図っ

ていきます。

附属看護専門学校三郷校では、令和７年度開校１０周年の記念行事を終え、ＮＥ

ＸＴ１０に向け新たな歩みを始めています。これまでの年月の間には教員の顔ぶれ

も変わり、開校当時を知る教員はごくわずかになりました。

しかし、開校当時から変わらないのは、プロジェクト学習を教育の根幹に据え「自

ら気づき、考え、行動する看護師」を育成するという看護基礎教育に対する熱い思

いです。昨年からＯＳＣＥを取り入れ、さらに技術教育にも力を入れています。また、

豊かな人間性を育むには科外活動の充実も重要であるとの考えからボランティア活

動にも積極的に取り組み、自分たちの学びを活かして地域住民を対象にした「健康

教育」を実施しています。さらに、令和６年度から「地域と共にある」学校をめざした

地域住民と企業・行政と連携した防災訓練の取り組みを行っています。

近年、専門学校を希望する学生は減少傾向にあり、入試の志願者数にも現れて

います。しかし、公開授業やオープンキャンパスで本校を訪れる学生たちの多くは、

看護職を目指す動機が明確で意志が固く、しかも地元志向です。埼玉医療センタ

ーの看護師不足を解消し、地域の医療を支え、そこに住む人々の健康を守るため

に、資格を取るというだけでなく、「働き続ける看護師」を育成するための予算を、以

下のとおり計上します。

【教学関係】

①実習経費

看護実践能力の向上を図るため、カリキュラム編成された臨地実習を校外施設にて
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実施します。このため、３学年分の実習経費を計上しました。

②看護師国家試験対策

国家試験を意識付け、学力の向上を図るため、１年次より継続的に模試を受験し、

自己学習の点検・確認を行います。加えて、弱点強化として国家試験対策講義を

実施する経費を計上しました。

【管理運営費関係】

①学生募集活動

近年、１８歳人口が減少する中で埼玉県及び隣接する都県では、大学志向が顕著

となり、受験生の獲得にしのぎを削る状況となっています。更なる知名度向上とマッ

チングにより、アドミッション・ポリシーに沿った良質な受験生を獲得することを目的

に県内外へ積極的に幅広い募集活動を展開していくため、学校説明会、ネット広

告など若者が活用するデジタル媒体を用いた情報発信を強化するための広報活

動経費、パンフレット・募集要項の作成経費を計上しました。

【設備関係】

①講義室等のプロジェクター更新

各講義室に設置されているプロジェクターは、設置後１１年を迎え経年劣化による

故障が度々発生していることから、２ヶ年計画の２年目更新費用を計上しました。

②防犯カメラの増設等

既存設備の点検に加え、校内の設置台数を増やすことにより、安全な学習環境を

確保することを目的に必要経費を計上しました。

（３）認証評価及び自己点検・評価への取り組み

１）認証評価（JUAA）

本学では、令和５年度に公益財団法人大学基準協会（ＪＵＡＡ）による大学評価

（機関別認証評価）による第３期機関別認証評価を受審しました。その結果、大学基

準協会の大学基準に適合しているとの認定(認定期間：令和６年４月１日から令和１

３年３月３１日)を受けました。

なお、評価結果において、本学の社会連携・社会貢献として「地域共創看護教育

センター」の取組みが、本学の長所として評価いただいた一方で、改善課題３件及

び是正勧告１件の提言を受けており、これらについては、既に改善に向けた対応を

行っています。

また、平成３０年度分から毎年度自己点検・評価を実施しており、引き続きＰＤＣＡ

サイクルを適切に機能させ、本学の質の向上に努めることとします。なお、令和８年

度においては、令和７年度に実施した自己点検・評価の結果（令和６年度評価）を

踏まえ、次の項目について取り組むこととします。
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A．学生の受入れ

〔医学部〕

・入学定員の適切な設定と入学者数の管理

・学生の受け入れの適切性についての点検・評価

・アドミッション・ポリシーの改正

〔医学研究科〕

・入学定員充足率の改善に向けた対応

・標準修業年限内の学位授与の促進（長期履修制度）

〔看護学部〕

・本学部が求める学生像(ＡＰ)に適合する学生の安定確保に向けた広報活動強化

・３年次編入学定員に対する編入学生比率向上のための積極的な取り組み

・募集定員（入試区分ごと）の適性評価と評価方法の点検

・選択制課程選考の実施・評価

〔看護学研究科〕

・公平・公正な入学者選抜試験の点検・評価

・入学者選抜試験における適切な定員管理

・安定した入学生確保のための情報発信の強化

Ｂ．教育課程・学修成果

〔医学部〕

・医学部教育関係委員会によるＰＤＣＡサイクルの推進

・医学教育の変化に対応したカリキュラム編成（能動的学修の推進、診療参加型

臨床実習の拡充、医学英語プログラム及び記述試験の推進）

・３ポリシーの点検・評価及び見直し

〔医学研究科〕

・専攻分野の見直しによる対象領域の拡大

・研究指導計画（研究指導の内容及び方法、年間スケジュール）の明示とそれに

基づく研究指導の実施

・３ポリシーの点検・評価及び見直し

〔看護学部〕

・新カリキュラムにおける教育課程編成の点検・評価

・ＩＲ機能を活用した教育の質改善・向上

・経年的な学修成果（到達度）の測定・検証

〔看護学研究科〕

・博士前期課程及び後期課程との系統性・連続性のある教育体制の点検・評価

・学修成果と学位授与方針との連関性の点検・評価

・博士前期課程・後期課程のカリキュラム及びカリキュラムマップの点検・評価

・完成年度を迎える後期課程のカリキュラム及びカリキュラムマップの点検・評価
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C．学生支援（修学、就学・卒業・就職支援）

〔医学部〕

・医学部学生支援相談窓口が設置されていることを、ホームページ及びポータル

サイトを通じて定期的に周知し、認知度を高める。周知に察しては、安心して気

軽に利用出来る場であることをアピールする。

・学生相談において、学年担任・副担任、科目責任者、カウンセラー、テューター

及びピア・サポーターとの連携による相談体制の強化に努める。

・学生のキャリア支援については、地域（都道府県）からのセミナー等の案内を学

生に向けて掲示及びポータルサイトにて周知する。

〔医学研究科〕

・キャリア支援体制の強化

・学生生活実態調査の結果を踏まえた学生支援の推進

〔看護学部〕

・入学定員増に伴う学生支援体制の充実・環境整備

・入学前教育体制の充実・強化

・要支援学生に対する学修支援の充実・強化

・卒業生に対するキャリア支援体制の構築

〔看護学研究科〕

・キャリアに応じた修学支援の強化

・学生生活に関する支援体制の充実

・修了生に対するキャリア支援の充実

・埼玉サテライトキャンパスの充実

D．管理運営（人事・組織改革、社会貢献・社会連携）

・内部質保証の方針に則り、教育・研究・管理運営における諸活動及び質の向上

に向けた恒常的な改善・改革の推進

・自然災害や感染症等、発生する様々な事象に対する危機管理体制の強化並び

に危機管理基本マニュアルの見直し

・他大学及び県内プロスポーツチームとの連携協定の拡充

・ＵＲＡセンターの施設構成と指揮系統の明確化及び連携体制の構築

・獨協医科大学産学官連携ポリシーに基づく、学外組織等とのネットワーク推進及

び学外資金の獲得

・獨協医科大学知的財産ポリシーに基づく、知的財産マネジメント体制の強化、特

許取得・維持

・第５次不正防止計画に基づく、コンプライアンス教育・啓発活動、研究倫理教育

の推進

・研究インテグリティの確保に係る体制の整備

・安全保障輸出管理の厳格化に伴う規程の改正（みなし輸出管理の運用厳格化、
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モニタリングの実施等）

・医師を含めた働き方改革への対応継続、超過勤務縮減に向けた取り組みの推進

(時間外勤務における事前許可制の再徹底、交代制勤務の導入や１年単位の変

形労働時間制の導入とその効果の検証等)

・ＤＸ化の推進による業務効率化

(旅費精算時振込データの電子的な提供方法の確立等)

・障害者雇用への取り組みの更なる推進

(法定雇用率の引上げ(R８年度は２．５%→２．７%に引上げ)に対応するため、更な

る雇用の促進及び未届職員の届出促進に向けた各種対応の継続) 

・従来の研修に加えた様々な形態での研修実施・充実

(階層別、オンライン（eラーニング）研修の充実、ワークショップ、セミナーへの参

加等を含む) 

・Web給与情報入力システム導入による業務の効率化とペーパーレス化推進

・e-Gov電子申請システム充実による業務効率化と教職員へのサービス向上

・e-Tax及び eLTAX利用拡充による業務省力化

・教職員の心の健康づくり計画の推進とメンタルヘルス対策強化

・福利厚生施策の充実

・外国人留学生（Clinical Observership学生・研修生・研究生）及び外国人臨床研

修・修練医師に関する以下の１）～５）の事項

１）受入れの窓口・手続き全般（医師については、受入医局と協働で実施）

２）受入れ手続きの効率化(申請フォームの改良・更新等)

３）広報（英文サイトの更新・拡充等）

４）滞在時の生活支援

５)国際交流・異文化理解に関するイベントの立案・実施

・医学部海外研修プログラムについて同学部海外研修委員会と協働で立案・実施

・看護学部海外研修プログラムについて同学部海外研修委員会と協働で立案・実施

・海外の研究教育機関との学術交流協定の新規締結について同審査委員会と協働

で実施

・海外の研究教育機関との学術交流協定の更新・終結について同審査委員会と

協働で実施

・海外の既協定締結研究教育機関との連携拡充について同審査委員会と協働で

実施

・海外の研究者との協働による講演会開催の立案・実施

・海外への本学に関する情報発信の立案・実施

・３病院の諸施設内の外国語表示整備支援

・大学・３病院の英文パンフレット作成支援

・本学卒業生への海外での教育機関進学・研修／実習参加・就職・医療職資格取
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得支援

・地域の健康課題に対して教育・研究成果を還元する事業の強化と推進

・地域住民及び地域企業職員を対象としたリカレント教育プログラムの提供

・保健医療福祉専門職者を対象とした職業実践力育成プログラムの実施

・教職員及び学生による地域貢献活動の推進と活動支援

・ＦＤ活動とＳＤ活動の業務内容の整理と一元的取り扱いを目的として、「ＦＤ・ＳＤ

センター」を２０２４（令和６）４月に設置した。教職員のＦＤ・ＳＤ活動への参加率

向上のため定例会議等において、協議し、改善策及び支援策により積極的な参

加を促し、対応を継続実施する。

２）医学教育分野別評価（JACME）

医学部では、日本医学教育評価機構（JACME）による医学教育分野別認証評価

において、令和５年１０月１日から７年間の認定を受けており、評価報告書で指摘さ

れた事項の改善計画や進捗状況を検討し、令和７年度年次報告書を公開しました。

次年度以降も継続して、ＰＤＣＡサイクルを適切に機能させ、以下の項目の改善及

び教育の質の向上に取り組みます。

・教育プログラムの改善（水平・垂直統合型講義、シミュレーション教育）

・学生評価における評価方法の構築（技能・態度の評価、評価基準の明示）

・診療参加型臨床実習の充実

・能動的学修（アクティブ・ラーニング）の推進

・リサーチマインドの醸成

・医学教育FDの体系的な企画運営による活性化

３）看護学教育評価（JABNE）

看護学部では、令和４年度に日本看護学教育評価機構（JABNE）による看護学

分野別評価を受審し、令和５年４月１日から７年間の認定を受けました。評価機構か

ら、検討課題並びに改善勧告に関する指摘事項はなく、本学部の長所・特色として、

①ディプロマ・ポリシーに基づいた「修学ポートフォリオ」の活用、②教員の看護実践

活動の支援体制、③授業改善のための組織的な取り組みと学生の参画の３点が挙

げられ、全体的に高い評価を得ました。次年度以降も継続して、適切にＰＤＣＡサイ

クルを機能させ、教育の質の向上に取り組みます。

・４つのポリシーの定期的な点検・評価

・学生の自己教育力、看護実践力の育成

・科目評価・教育課程評価と改善

・看護学教育のＤＸ化の推進
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４）病院機能評価

〔大学病院〕

大学病院では、公益財団法人日本医療機能評価機構による病院機能評価を５

年毎に受審しています。令和５年度の認定期間満了に伴う５回目の更新のための訪

問審査「機能種別版評価項目＜３rdG:Ver.３.０＞」の結果に基づき、令和６年度に

補充的な審査及び確認審査（訪問）を、令和７年度は再審査（訪問）を受審しました。

その結果、改善要望事項（画像診断機能）１項目に対して改善が認められないと判

定されたため異議を申し立てているところです。

上記の指摘に対する取組み事項

・放射線科医の確保は全国的に極めて困難であり、当院も例外ではありません。そ

のような中でも、当院は限られた人員の中で、一般撮影・CT・MRI・核医学検査・

IVRなど多岐にわたる業務を分担しながら、読影率向上に最大限取り組んでいま

す。今後も高度な救急医療と医療安全の向上の実現に向け放射線科医の安定

確保に努めていきます。

〔埼玉医療センター〕

埼玉医療センターでは、病院機能の一層の充実および医療の質の向上を目的と

して、公益財団法人日本医療機能評価機構による「病院機能評価」を５年ごとに受

審しています。直近では、令和５年度より運用が開始された機能種別版評価項目＜

３rdG:Ver.３.０＞に基づき、令和５年１２月、２日間にわたり更新審査が実施され、当

センターは５回目の認定を取得しました。

令和８年度は認定から３年目にあたり、日本医療機能評価機構が病院の継続的

な質改善活動を支援することを目的として、質改善活動の取組状況を確認する「期

中の確認」を提出することとなっています。当センターの審査結果にC評価はありま

せんが、Ａ評価項目の更なる向上とともに、Ｂ評価項目において指摘のあった４項

目の質改善活動にしっかりと取り組み、「期中の確認」の提出はもとより次回の受審

に向けた体制整備に努めます。

上記項目に対する取り組み事項

・パスワード機能付きＵＳＢメモリによる電子カルテ端末から持ち出せるデータは限

定的であるが、個人情報流出のリスクを下げるために情報の取り出し場所を情報

処理室等に限定する運用などの検討

電子カルテ専用ＵＳＢメモリの管理について、情報処理室を中心に運用を見直し

ました。今後は管理体制の強化と運用改善を図るため、他施設の運用事例やセキ

ュリティ関連製品の導入を検討し、当センターに適したシステム構築を目指します。

・急変時対応に備えたＢＬＳ訓練に関し総体的に受講者が少ない。インストラクター

の養成や受講者数の改善、規程を整備した上での定期的な訓練の実施を検討

教育研修委員会を中心にインストラクターの養成を進め、定期開催体制を整備中

であり受講者数の増加が見込まれます。また、入職時以降の訓練に関する規程に
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関し、関係部署と協議のうえ策定を進めます。

・ＮＳＴ相談数に関し病院規模や入院患者数からは十分と言えない。チームメンバ

ーの拡充や新規メンバーの育成など充実を図る。

・ＮＳＴの介入件数については、ＮＳＴ委員会を中心に看護師からも介入依頼を出

せる工夫をした結果、依頼件数は増加し、介入依頼元の診療科も多岐に渡って

いる状況から、院内全体にＮＳＴ介入の重要性が認識されています。

・職員数や規模に応じた適切な労働安全衛生委員会の構成メンバーの選任

労働安全衛生委員会の構成について、メンバーを増員しました。また、委員長に

ついては、これまで産業医兼務の教授でしたが、新たに副院長を選任しました。

今後も事業所全体で労働安全衛生法に即した対応に務めます。

〔日光医療センター〕

日光医療センターでは、平成２９年２月に公益社団法人日本医療機能評価機構

による「病院機能評価（機能種別：一般病院２）」の認定を受け、令和３年１２月には

更新審査を受審し、令和４年４月に前回に引き続き同認定を受けました。

更新に際して、改善事項及び指摘事項はありませんでしたが、体制や仕組みの

見直しを促された項目について、更なる改善に取り組むとともに、令和６年４月には

「認定期間中の確認（期中の確認）」の書面提出をいたしました。令和８年度は、更

新審査を受審する予定となっております。

上記項目に対する取り組み事項

・医師不在時の対応として、代行医師の明確な表示と伝達方法を周知する。

・医師事務作業補助者が行った代行入力を承認する仕組みを整備する。

・やむを得ず口頭支持を受ける場合には復唱確認を徹底し、投薬指示量につい

ては、「ｍｇ」「ｍｌ」の誤認防止を図る。

５）自己点検・評価及び学校関係者評価への対応

〔附属看護専門学校（壬生校）〕

令和６年度をもって第５次カリキュラムが完成年度を迎えました。教育理念、教育

目標、ディプロマ・ポリシーに照らし、教育の成果を継続して検証するとともに新たな

課題を抽出し改善に努めます。

また、コミュニケーション能力の獲得や、科学的根拠に基づいて臨床判断し看護

実践できる能力、さらに多職種と連携しながら多様な場で看護できる能力等を修得

できるよう教育を進めます。

専修学校として社会・地域が求める質の高い教育活動ができるよう自己点検・評

価を踏まえ、組織運営、教育活動、学生生活支援、学習環境の整備等において、

適切な学校運営に反映できるようPDCAサイクルを機能させ、本校の基礎看護教育

の維持・質向上に努めます。

－ 34－



35

Ａ．学生の受入れ

・アドミッション・ポリシーに沿った優秀な学生の確保

・入学定員の変更（減員）による入学者選抜方法の見直し

・受験生のニーズ及び地域性を踏まえた効果的な広報活動

・推薦指定校を含む高等学校進路指導教員との情報共有を図る

Ｂ．教育課程・学修成果

・ＩＣＴを活用した授業の展開と教員の実践力向上

・能動的学習の推進

・修学ポートフォリオを活用した学修の可視化

・専門職連携教育(IPE：Interprofessional Education)の推進

・完成年度を迎えた新カリキュラムの検証と評価、課題に取り組む

Ｃ．学生支援（修学、就学・卒業・就職支援）

・円滑な授業のための環境整備

・国家試験１００％合格を目指した国試対策の強化

・低学年からのキャリア支援体制の推進

・卒業生へのアプローチとフォローアップによる早期離職を防止

・放送大学との協定によるキャリアアップの推進

Ｄ．管理運営（人事・組織改革、社会貢献・社会連携）

・多面的な自己点検・評価による管理運営の改善への取り組み

・教員の看護実践力・教育力・研究力の向上を図る

・委員会活動を円滑に運営し、新たな課題を抽出し、改善に努める

・地域との交流、連携における学生ボランティア活動の推進

・地域・社会に貢献しうる看護師の育成

〔附属看護専門学校（三郷校）〕

令和７年、開校１０周年記念行事を終え、三郷校はＮＥＸＴ１０に向けて新たな歩

みを始めていきます。令和８年度においては、令和６年度の自己点検評価・学校関

係者評価に基づき、多様化し急速に変化する社会に適応した医療の最前線で活躍

する看護師を育成します。さらに資格を取るだけでなくキャリア教育を充実させ「看

護師として働き続ける力」を育み、プロジェクト学習の手法を用いて、受け身ではなく

自ら挑み学ぶ看護師の育成に努めます。また、地域住民の方々の協力を得ながら

「地域とともに育つ学校」として、組織運営に取り組みます。

Ａ．学生の受入れ

・教育理念、４ポリシーに基づく入学者選抜の検証と実行

・少子化・地域のニーズを踏まえたメディア活用による戦略的な広報活動の実行

・公開授業・オープンキャンパス等、本校を直に感じ知る取り組みの強化

Ｂ．教育課程・学修成果

・教育理念・４ポリシー及び社会ニーズに基づく教育課程の評価と対策
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・プロジェクト学習・ポートフォリオ・ルーブリック評価を取り入れた実習教育の充実

・臨床推論・臨床判断する力を育成する授業・実習の実施

・看護技術の確実な習得と実践力強化をめざした教育の実施

Ｃ．学生支援（修学、就学・卒業・就職支援）

・国家試験１００％合格を目指した１年次からの積み上げ教育の強化

・医科大学・関連病院との連携による実践教育とキャリア教育の実施

・放送大学との協定による幅広い学習ニーズへの対応

・多様化する学生の特性や課題を踏まえた指導の充実

・奨学金その他の経済的支援体制の周知徹底

Ｄ．管理運営（人事・組織改革、社会貢献・社会連携）

・医科大学の運営方針を踏まえた経営戦略を基盤とした業務改善とコスト管理

・専任教員の教育力向上に向けたＦＤと人事交流の実施

・組織目標に基づく委員会活動と教職員の協働

・地域の人々との協働による地域協創事業の企画・運営とボランティア活動の推進

（４）事業計画

事業名 事業内容

＜医科大学＞

１．教学関係

【医学部･医学研究科】

1） Plus-DX事業

2） 卒業試験･総合試験の委託

3） アクティブ･ラーニング推進事業

4） 学生海外研修

5） 共用試験(臨床実習前･後

OSCE･CBT)関係の実施

6） Moodle関係

7） テニスコート･武道場整備関係

8） GPS-Academic受検

1） ｢データ一元管理とAI解析を用いた学修の最適

化と無限学習を目指す大学改革事業｣に係るシ

ステム構築

2） 医師国家試験対策･CBT対策のため、当該試験

に準じた内容の試験問題を外注

3） e-learning教材(電子教科書類)の提供等

4） ミュンスター大学･レーゲンスブルク大学(ドイツ)及

びフィリピン大学における臨床実習等の実施(教

育開発･国際交流センター所管)

5） 臨床実習に必要な総合的知識及び基本的診療

技能、態度、臨床能力の評価

(受験料及び年会費)

6） Moodle使用料、保守料、カスタマイズ費用

7） テニスコート壁打ちボード、武道場防風ネットの

更新

8） 医学部及び看護学部の学生を対象とした外部の

アセスメントテスト及び講演会
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9） ６学年国試対策合宿(冬期)

10）臨床実習用機器整備

11）入学手続き関係システム

12）教学IRセンター機器整備

13）ファクトシート･セミナーパンフ

レット作成代

14）基礎研究医養成活性化プログ

ラム(病理プログラム)

15）基礎研究医養成活性化プロ

グラム(がんプロフェッショナル)

【看護学部･看護学研究科･

助産学専攻科】

1） 入学定員及び教員増員に伴う

備品等の整備

2） 実習関係

3） 学生募集広告

4） 学生海外研修

5） 国家試験対策

6） オープンキャンパス諸経費

7） マークシート読取機器購入

8） Moodle関係

9） 主に６年生の成績下位者を対象に５～６日間の

合宿を実施することにより、医師国家試験合格に

向けて一層のレベルアップを図る

10）臨床実習充実のための機器備品類の新規･代替

購入

11）新入生の入学手続き関係システムカスタマイズ

(新入生調書一括発行機能作成)に伴う費用

12）サポート終了機器の更新

13）学内外向けのファクトシート･ファクトブックの作成

目的や用途に応じインフォグラフィック等による

制作

14）３大学(筑波大学、獨協医大、自治医大)の連携の

基に行う基礎研究医養成プログラム費用

15）オンライン教育プラットフォーム活動を展開し、８

大学で連携する｢関東次世代がん専門医療人養

成拠点｣参加費用

1） 入学定員･教員増員及びカリキュラム改正に伴う

整備(機器備品及びシステム(成績･シラバス)のカ

スタマイズ等)

2） 基礎看護学実習及び各領域実習の実施

3） 入学定員増員及びカリキュラム改正に伴う受験生

への周知

4） レーゲンスブルク大学病院(ドイツ)及びフィリピン

大学における臨床実習等の実施

(教育開発･国際交流センター所管)

5） 国家試験対策コーナー等の環境整備及び模擬

試験･特別講義等の実施

6） 対面及びオンライン開催に伴う準備(実験実習

費、学食体験(昼食代)、在学生手伝い謝礼、ノベ

ルティグッズ、その他雑費等)

7） サポート期間終了に伴うマークシート読取機器の

買い替え

8） Moodle使用料、保守料、カスタマイズ費用
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9） 成績管理システム保守･カスタ

マイズ

10）NP教育課程開設

２．施設・設備関係

1） 特高電気室更新工事

(建設仮勘定)

2） 校地の取得

3） 創立３０周年記念館アリーナ

空調機の新設

4） 看護学部棟環境整備

5） 大学維持保全事業(建物･設

備･構築物)

6） 総合教育研究棟の高度化･洗

練化

7） 基礎医学棟環境整備

8） 大学構内景観整備

9） 各棟教授･准教授室改修工事

10）関記念学生館寮室の修理･美

装工事、空調機更新工事

11）臨床医学棟屋上防水更新及

び外壁修繕

12）関記念学生館衛生設備更新

13）臨床医学棟臨床共同利用室

改編

14）総合教育研究棟シミュレーシ

ョン室整備

15）実習棟全熱交換機更新工事

16）FCU･空調機整備

17）実習棟LED照明更新

18）学生寮･教職員寮の美装工事

及び空調機更新工事

19）実習棟殺菌灯メンテナンス

20）厨房系統ダクト･フード清掃

9） 保守契約(成績管理システム(アクティブ･アカデミ

ー)の安定運用)

10）博士前期課程高度実践看護師コースにNP領域

を開設することに伴う準備費用

1） 設備の老朽化に伴う更新工事

(設計･着工前準備費)※３ヶ年計画の１年目

2） 校地の拡張を目的とした土地の購入

3） 熱中症対策を目的とした空調機の新設

4） 除湿器の設置、全熱交換器更新工事(１３台分)

5） 建物･設備機器･構築物の修繕及び更新

6） 運用開始後の改善要望に対応するための費用

7） 基礎医学棟の有効活用を目的とした改修工事

8） 植栽･構内道路の修繕及び外構工事

9） 教授･准教授室のメンテンス費用

10）寮室退去後の修理･美装、空調機更新工事

11）屋上防水更新･外壁塗装工事

12）トイレ･キッチン･浴室更新工事

13）共同研究室の集約化に伴う改修工事

14）AV機器の新規設置に伴う改修工事

(シミュレーション１･２･３室)

15）全熱交換機の更新

16）ドレンパン清掃･フィルター洗浄･軸受分解点検

整備･ファンランナー洗浄(定期メンテナンス)

17）LED照明更新

18）関記念学生館及びドミトリーさくら･いちょう寮室退

去後の修理･美装、空調機の更新

19）設置型ガス吸着分解装置･電装部品交換

20）学生食堂及びカフェの厨房系統ダクト･フードの

清掃
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21）教育研究･実習用機器整備予

備費

22）高額研究設備予備費･高額教

育設備予備費

23）学長裁量経費(設備分)

24）医学部研究機器･管理機器･

ソフトウェア等整備費

25）看護学部･助産学専攻科機器

整備費

26）図書(医学部･看護学部･埼玉

医療センター)購入費

３．管理運営関係

1） 総合教育研究棟警備業務

2） 学長裁量経費

3） 看護師確保対策事業費(雇用

戦略室)

4） 解剖用遺体保管関連機器の

更新(献体事務室)

5） ナーシングスキル日本版

6） 人事･給与システム用サーバ

ー入替

7） 緩和ケア認定看護師教育課

程の開講

8） Web医師評価システム導入

9） 地域共生協創センター機器整

備

10）ドミトリー１階仮設図書館移動

後の施設有効活用

11）看護師S-QUE

e-learning契約

21）各講座に係る教育研究･実習用機器整備予備費

22）高額研究機器及び高額教育機器購入に係る予

備費

23）学長裁量経費による教育研究用機器備品の購

入

24）研究用機器･管理用機器･ソフトウェア購入予備

費

25）看護学部および助産学専攻科の教育研究用機

器備品･教育研究用ソフトウェアの購入

26）教育研究用図書の購入

1） 総合教育研究棟移転に伴う警備体制の変更(２４

H体制)

2） 学長のリーダーシップのもと、選定された事業･研

究の助成

3） 学内外の看護学生を対象としたWebを含めた就

職説明会等の広報活動

4） CST用遺体保管冷凍庫(１基)の買い替え

5） インターネットを介して看護基礎教育から臨床まで

｢看護基準｣を常時参照できる環境を整備

6） 保守期間終了に伴う人事･給与システム用サー

バーの更新

7） 緩和ケア認定看護師教育課程新規開講に係る

実施経費

8） ペーパーレス化と教職員の利便性向上のため、

従来の紙の評価表からWeb上で評価する形式に

変更

9） 地域共生協創センター事業拡大に伴う機器購入

10）ドミトリー１階什器備品整備

11）新しい｢看護実践能力習熟段階(ラダー)｣に基づ

き､e-learning学習環境を整備
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12）各種講習会･研修会の開催経

費(FD･SDセンター)

13）地域連携･貢献事業

14）girasol レポート購読

15）障がい者雇用推進費

(雇用戦略室)

16）セーフティプラスの運用経費

(FD･SDセンター)

12）医療安全管理者養成講習会、実習指導者講習

等に係る謝金等

13）地域貢献プロジェクト実施に伴う環境整備

14）埼玉医療センター、日光医療センター分 girasol

レポート購読料

15）障害者法定雇用率の達成に向けた、教職員に

対する啓発や求人活動等に要する経費

16）e-learningツールによる効率的な受講環境の提供

＜大学病院＞

１．医療活動関係

1） 病院総合情報システム

2） 感染制御対策事業

3） 医療安全推進事業

２．施設・設備関係

1） ナースコール更新工事

2） 建物維持保全整備費

3） エアコン更新･新設工事

4） 新館リフォーム工事

5） 新館リフォーム工事に伴う設

計･工事監理

6） エネルギー棟系統ポンプインバ

ータ化工事(１/２期)

7） 栄養部低温室冷凍機更新工事

8） 駐輪場整備工事

9） 空調電気室電源二重化工事

10）エネルギーセンターリフォーム

工事

1） 電子カルテシステム･PACS他

年間賃借料、資産リース支払、年間保守料

2） 院内感染症の発生状況の把握、発生時の対応、

院内感染防止のための啓蒙･教育活動、院内感

染防止マニュアルの整備

3） 講演会開催･他医療機関の情報伝達･啓蒙活

動、医療事故報告の管理･分析、医療安全の教

職員への通知

1） スマート化及び働き方改革への対応

(新館4病棟への導入）

2） 電気、給排水、空調設備他修繕費

3） 部品調達不可の機器更新及び省エネ対策工事

4） 経年劣化(３０年経過)に伴うリフォーム工事

(５年程度の計画)

5） 新館リフォーム工事を円滑かつ合理的に実施す

るための監理委託

6） 冷水ポンプのインバータ制御新設工事

7） 低温室C、D冷凍機の更新

8） 病院北側駐輪場移転に伴う新設工事

9） 空調用電源の増設工事

10）熱源設備性能向上及び省エネ対策工事
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11）非常用発電機重整備工事

(１/３期)

12）核医学検査室RI排水設備ポ

ンプ及び制御盤更新工事

13）病院照明LED化工事

14）本館エレベーター１～４号機

リフレッシュ工事

15）各種フィルタ交換工事

16）防水工事

17）分電盤更新工事

18）ポンプ整備

19）中央監視盤更新工事(１/３期)

20）新館救助袋更新工事他

21）外構整備工事他

22）医療機器整備予備費

23）臨床研修費

24）診療体制整備費

25）放射線機器(MRI)の更新

26）放射線機器（移動型デジタル

Ｘ線撮影装置等）の更新

27）胸部X線・CT読影支援システム

の更新(リース)

28）da Vinci SPサージカルシステム

購入

29）デジタルX線TVシステムの更

新(消化器内視鏡センター)

30）放射線治療部門情報システム

(治療RIS)の更新(リース)

31）高線量率密封小線源治療装置

一式の更新

32）手術室生体情報システム(術中

モニター)

11）停電時に安定した電力供給を行うための非常用

発電機整備

12）３０年経過のポンプ及び制御盤更新工事

13）照明器具を蛍光灯からLEDに交換

14）本館エレベーター制御部品交換工事(４台分)

15）各種フィルタ交換及び洗浄

16）防水保証期間経過(１０年)による病院屋上の防

水工事

17）設置後５１年経過の分電盤更新

18）各種ポンプの分解整備、修理

19）中央監視盤機器の更新

20）新館救助袋更新工事、本館外壁補修工事、動

力盤更新工事、病理部チラー更新工事他

21）外構整備工事、外灯更新工事、ヘリポート修繕

工事

22）医療機器の新規･代替購入に伴う予備費

(暫定予算枠)

23）臨床研修のための機器･OA機器の購入

24）排泄機能センター、健診センター跡地の外来仕

様変更に伴う診察台･什器等

25）MRI装置3T･MRI装置1.5T ※保守料

26）移動型デジタルX線装置･X線TVシステム･

角度可変ガンマカメラ ※保守料

27）胸部X線骨組織透過ソリューション･

胸部CT肺血管透過処理システム ※保守料

28）手術支援ロボット増設に伴う追加購入 ※保守料

29）デジタルX線TVシステム2台 ※保守料

30）放射線治療部門情報システム(治療RIS)の更新

※保守料

31）ハイブリッド照射(腔内照射＋組織内照射)を簡易

的に実施できる仕様への更新 ※保守料

32）経年劣化によるシステムの更新 ※保守料
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33）スマートベッドシステムの更新

34）栄養部・職員食堂厨房機器等

の更新

35）災害対策ソリューション(BCP)導

入他

36）電子処方箋対応システム導入

他(リース)

37）救急車の購入

33）院内スマート化の一環としてナースコールに連動

したスマートベッドシステムの導入(第５期)

34）老朽化に伴う栄養部・職員食堂厨房機器等の購

入

35）BCP･Healty Living Platform ※保守料(利用料)

36）電子処方箋･電子カルテ情報共有サービス

※保守料(利用料)

37）救急車の新規購入

＜埼玉医療センター＞

１．医療活動関係

1） 医療情報システムの充実

2） 衛生電話用アンテナの設置

２．施設・設備関係

1） １号館無停電電源装置更新

2） 病院内維持保全工事

3） 医事部門事務室改修工事

4） ２号館空調用吸収式冷凍機更

新

5） 医療活動スマート化に伴う設

備導入･改修

6） 医療機器整備予備費

7） da Vinci SPサージカルシステ

ム購入

8） 全身用X線CT診断撮影装置

購入

9） PET-CT周辺機器の購入

10）越谷クリニック診療用機器等の

購入及び更新

11）診療体制整備費他

1） 年間賃借料、年間保守料、資産リース支払

2） 災害拠点病院の機能強化の一環として、衛星通

信設備の設置のため

1） 推奨更新時期の超過による出力低下に伴う更新

2） 病院内の施設維持に必要な改修及び更新に伴

う工事

3） 開院当初から使用年数経過による美装及び労働

環境改善に伴う改修

4） ２号館開院当初から稼働している空調機の更新

5） スマートベッド導入に伴うナースコール設備改修

(4病棟分)

6） 医療機器の新規･代替購入に伴う予備費

(暫定予算枠)

7） 手術支援ロボット増設に伴う追加購入

※保守料

8） 放射線部CT更新に伴う新規購入 ※保守料

9） PET-CT運用開始に伴う周辺機器の購入

10）健診システムの更新他

11）薬剤部関連機器備品の購入他
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12）スマートベッドシステム導入

13）救急車及び公用車の購入

14）電子カルテネットワーク更新

(リース)

15）病理検査業務支援システム更

新(リース)

16）リプロダクションセンター関連シ

ステム(リース)

17）各種診療関連システム(リース)

18）システム関連更新(リース)

19）重症システム関連更新(リース)

20）臨床研修費

12）ナースコール連動システム(4病棟)2期目

13）救急車の新規購入

ヴォクシーの買替に伴う購入

14）電子カルテにおける基幹ネットワーク更新

15）病理検査業務支援システムの更新 ※保守料

16）生殖補助医療支援システム

生殖細胞管理認証システムの導入

17）電子カルテ情報共有サービス･電子処方箋･生

成AI運用の導入及び薬剤管理指導支援システ

ムの更新

18）麻酔管理記録システム、眼科耳鼻科ファイリング

システムハードウェアの更新

19）重症病棟支援システム(GAIA)

重症システムの更新(Mirrel)

20）臨床研修用機器の購入

＜日光医療センター＞

１．医療活動関係

1） 電子カルテ･部門システムの維

持管理

2） 電子カルテ･部門システムの維

持管理

3） 新規アブレーション機器の導入

２．施設・設備関係

1） 電話交換機(PBX)機能追加

2） 用途変更に伴う改修事業

3） 建物設備保全・修理

4） 医療機器整備予備費

5） 関節鏡システム更新

6） 生理検査システム更新

7） 地域連携システム更新

8） 公用車の更新

1） 病院情報システムの充実(リース料)

2） 病院情報システムの充実(保守料)

3） アブレーション機器のレンタル料

1） 自動音声案内システム通話録音機能追加

2） 用途・機能変更に対応する改修費用

3） 病院機能維持のための建物設備保全費用等

4） 医療機器の新規･代替購入に伴う予備費

(暫定予算枠)

5） 整形外科関節鏡システムの更新

6） 生理検査データ管理システムの更新

7） 地域連携システムHumanBrigdeの更新

8） 経年劣化による公用車の更新
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＜附属看護専門学校＞

１．教学関係

1） 実習関係

2） Moodle関係

２．施設・設備関係

1） １Fトイレ改修工事

2） 建物維持保全工事

3） 映像音響機器の購入

３．管理運営関係

1） パンフレット等の制作

2） 広報活動

1） 病院や介護老人保健施設、地域包括支援センタ

ー、福祉･在宅施設、保育園等の施設での実習

2） Moodle使用料、保守料、カスタマイズ費用

   

1） 和式から洋式便器への更新

2） 建物(付帯設備含む)維持保全費用

3） 教室映像音響機器の更新

1）パンフレット･チラシ、入学試験募集要項等の作成

2）学外進学相談会への出展、広報誌への掲載

HPやインターネット媒体等の広報費用

＜附属看護専門学校三郷校＞

１．教学関係

1） 実習関係

2） 看護師国家試験対策

3） Moodle関係

２．施設・設備関係

1） 防犯カメラ整備

2） １・２階全熱交換機・加湿器エ

レメント交換

3） 図書の購入

4） プロジェクターの購入

5） 勤怠管理システム整備

３．管理運営関係

1） パンフレット等の制作

2） 広報活動

  

  

1） 病院や介護老人保健施設、地域包括支援センタ

ー、福祉･在宅施設、保育園等の施設での実習

2） 低学年より模試の実施及び自己学習の点検･確

認チューター制による指導の実施

3） Moodle使用料、保守料、カスタマイズ費用

1） 安全対策を目的とした防犯カメラの増設及び既

存設備の点検･整備

2） 開校１０年経過による交換の実施

3） 年次計画による図書の購入(３００冊)

4） 講義等に使用する各教室プロジェクターの購入

(２年目/２ヶ年計画:９台購入予定のうちの４台)

5） 医大において整備されている勤怠管理システム

の導入

1） パンフレット･チラシ、入学試験募集要項等の作成

2） 学外進学相談会への出展、広報誌への掲載           

HPやインターネット媒体等の広報費用
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〔姫 路 獨 協 大 学〕

（１）予算編成方針

１）令和７年度の主な事業実績と課題

【教学関係】

①多職種連携合同セミナーの実施

全学的な取り組みとして、学部・学群の垣根を超えた多職種連携教育を展開し、教

職員間の連携強化、協働意識の醸成に努めました。学生は学年毎に段階を追って学

習することにより、医療・福祉の臨床現場や地域における様々な職域に不可欠な多職

種連携・協働について学部・学群の垣根を越えた学びを推進いたしました。

②国家試験対策

国家試験対策の充実と合格率向上を目的として設置された薬学教育支援室に獨

協医科大学特任教授を客員教授に迎え活動を行いました。また、医療保健学部、看

護学部においても同種の機能を持つセクションを組織し活動を行いました。指導教員

はミーティングを行い、効率的な教授法等について検討を重ね、学修面だけでなく、

心がまえや生活面など、学生一人ひとりと向き合いました。

③実習関係

医療人として、また、社会人として、それぞれの分野に必要な技能・知識の他マナ

ー等の修得に努めました。学外臨床実習においては、各学科での情報共有を図るこ

とで、近隣病院及び施設で実習が可能となるよう努めました。

【地域関係】

①地域連携の充実

地域連携の充実及び産学公連携の総合窓口としての役割を担う地域連携課にお

いて、公開講座の実施をはじめ、兵庫県教育委員会が推進している中学生の社会体

験プログラム「トライやる・ウィーク」の受け入れなど、さまざまな取組みを行いました。ま

た、姫路獨協大学子育て・発達サポートセンターが実施・運営する「ひめどくブランチ

『こどものみかた』」は、姫路市のこどもの未来健康支援センター内に開設された「はぐ

くみ相談室」の協働機関として、令和７年７月に本学の本部棟１階に設置されました。

「こどものみかた」は、はぐくみ相談室と連携し、「プレイルームでの個別相談」、「育

児教室での相談支援」、「運動発達相談支援」、「幼稚園および保育所への支援並び

に関係機関での研修」などの事業を展開していくことにより、地域のこどもの発達支援

の貢献と、本学学生等に係る教育研究活動に寄与することを目的としています。
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【管理運営関係】

①広報活動

学生募集のための広報において、各媒体の効果検証を精査し、業者・媒体選定を

行いました。また、ホームページの充実を図り、志願者に向けて本学の魅力等につい

て発信を行いました。さらに、オープンキャンパスや教職員による高校訪問の実施等

により、本学の取組の周知に努めました。

２）令和８年度の予算編成方針

本学では近年、入学者数が基本計画を大きく下回る結果が続いていることや、人間

社会学群の再編、薬学部の募集停止により入学定員を縮小する等、基本計画との大

きな乖離が生じたことで安定的な経営基盤の構築が困難な状況となっています。これ

らの厳しい現状を踏まえ、令和８年度予算については、学生の教育・学習環境の維持

に直結する経費を最優先とした必要最低限の支出構造を構築することにより、キャッ

シュフローの維持に努めます。

（２）認証評価への対応

令和４年度大学機関別認証評価（認証評価機関：日本高等教育評価機構）を受審

し、令和５年３月に同機構の定める大学基準に適合しているとの認定を受けました。評

価報告書において「改善を要する点」として指摘があった部分について、令和７年度

に改善報告書を同機構に提出いたしました。審査の結果、学生の受け入れにおいて、

医療保健学部作業療法学科及び臨床工学科の収容定員充足率が０．７倍未満であり、

改善が認められませんでした。また、大学の収支差額が恒常的に支出超過である点

についても改善が認められませんでした。さらに、自己点検・評価に係る年次報告書

の作成フォーマットを変更し、各基準・項目に対する改善の必要性を明確に示すこと

ができた点については改善が認められましたが、その結果を大学運営に反映させる点

については改善が認められませんでした。以上の点について、今後の取組みにおい

て、確実な実施に向けて更なる改善を行い、客観的で質の高い評価を行えるように努

めてまいります。

（３）事業計画

事 業 名 事 業 内 容

１．教学関係

1）多職種連携合同セミナー

の実施

1）全学的な取り組みとして、学部・学群の垣根を超えた多

職種連携教育を展開し、教職員間の連携強化、協働

意識の醸成に努めます。学生は学年毎に段階を追っ

て学習することにより、医療・福祉の臨床現場や地域に

おける様々な職域に不可欠な多職種連携・協働につ
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2）国家試験対策

3）学外実習

２．地域関係

1）地域連携の充実

３．管理運営関係

1）広報活動

いて学部・学群の垣根を越えた学びを推進いたしま

す。

2）国家試験対策の充実と合格率向上を目的として設置さ

れた薬学教育支援室を全学的な国家試験対策として

位置づけ、引き続き獨協医科大学特任教授を客員教

授として迎え活動を行います。各学部においても指導

教員がミーティングを行い、効率的な教授法等につい

て検討を重ね、学修面だけでなく、心がまえや生活面

など、学生一人ひとりと向き合います。

3）医療人として、また、社会人として、それぞれの分野に

必要な技能・知識の他マナー等の修得を目指します。

学外臨床実習においては、各学科での情報共有をさら

に図ることで、近隣病院及び施設で実習が可能となる

よう努めます。

1）入試課と地域連携課を統合し、地域連携事業を含め

た大学広報活動の強化・充実を目指します。地域連携

事業としては引き続き公開講座、兵庫県や姫路市との

連携事業等、学内人材を活用した地域貢献に取り組

みます。

1）学生募集のための広報において、各媒体の効果検証

を精査し、業者・媒体選定を行います。ホームページ

の充実を図り、志願者に向けて本学の魅力等につい

て発信を行います。さらに、オープンキャンパス及び教

職員による高校訪問等の実施により本学の取組の周

知に努めます。
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〔獨協中学・高等学校〕

（１）予算編成方針

１）基本的な取り組み方針

本校の教育方針(理念)である「心構えは正しく、身体は健康、知性に照らされた善意思

と豊かな情操を持つ、上品な人間の育成」を目指して、教学・教育活動の深化、中学入試

広報等の情報発信強化、校舎施設等への投資を行います。

予算編成にあたっては、第１３次基本計画をベースに事業内容の適宜見直しを行ない、

本校が少子化時代のなかにあっても熾烈な学校間競争に生き残ることができるように取り

組みます。

また、将来の校舎、体育館の再建築に向けて減価償却引当特定資産の積み上げ等、

より強固な財務基盤の構築を目指します。

２）令和７(２０２５)年度の主な事業実績と課題

令和７(２０２５)年度決算において、本校の財務は概ね堅調に推移する見込みです。

カテゴリー 令和７年度の主な実績 今後の中期的な課題

教学関係 ①中学段階で高校課程の数学ⅠＡ

を先行実施する中学教育課程表

に合わせて、高校課程の教育課

程表を策定した。これにより、併設

型中高一貫校の特性を活かし

た、生物基礎・数学を中学で先行

実施する、教育課程が完成した。

②高等学校における一般クラスの学

力伸長のために、高校２年一般ク

ラスの英語および一般理系クラス

の数学において、習熟度別授業

を導入した。

③令和７年度から、教育データを活

用して効果的な授業改善と実践を

志向する授業評価に変更し、教員

の授業力の向上を図った。

④令和７年度より本格導入した教務

システムBLENDの活用を進めた。

①各教科が同じ目的意識をもって、

国公立受験にも広く対応し得る高

校教育課程表の改訂を継続して

いく。

②高校における選抜クラスを、国公

立大学を目指す集団として位置

付け、進学指導の流れや仕組み

を整えていくことが課題である。

③新たな授業評価システムを、プロ

ジェクトチームが中心となって、継

続して活用できる仕組みの構築を

目指す。

④BLENDの安定的な運用と、さらな

る活用を模索していく。
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カテゴリー 令和７年度の主な実績 今後の中期的な課題

入試関係 ①ドイツとの繋がりや環境教育、構成

校大学との高大連携など、本校の

特色ある教育をアピールすること

で、令和８年度入試でも、多くの受

験生を見込むことができた。

② InstagramとLINEなどのSNSの活

用した情報発信を継続した。

③令和７年度末にリニューアルする

ホームページの業者選定、内容

の検討を進め、より本校の魅力や

情報の発信ができるように、準備

した。

①大学入試の結果（出口実績）もし

っかり伝えることができるように、近

年受験生からも求められている

「進学実績」のデータの集積、学

内共有を行い、適宜開示できるよ

うに準備することが課題である。

②日常的に、安定的な情報発信を

継続していくことを目標にしたい。

③令和８年度から本格運用を開始

する。

教育活動

関係

①英語ディベート部が、アメリカYale

（ イ ェ ー ル ） 大 学 で行 わ れ た

Tournament of Champions２０２５（

トーナメントオブチャンピオンズ２０

２５）に出場、アーチェリー部がイ

ンターハイへ出場するなど、生徒

たちの全国・世界での活躍が続

いた。

②６月にはエコレアインターナショナ

ルスクール（シュベリーン）が来校

し、夏休みには本校生徒がハノー

ファーでホームステイを行うなど、

ドイツパートナーシップ協定校との

交流が進んだ。

③夏休み中の海外交流として、イギ

リスコッツウォルズでのホームステ

イとニュージーランド短期留学、イ

エローストーンサイエンスツアー

①～③

安定的、継続的に海外引率に対応

できるように、ネイティブ専任教員の

採用を視野に入れ、採用活動を行

っていく。
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カテゴリー 令和７年度の主な実績 今後の中期的な課題

（アメリカ）を継続実施した。今年

度初となる、オークランドターム留

学は、高校１年生４名が、１月から

２か月半の予定で出発する。

④例年行っている夏休みの臨海学

校（中Ⅰ）林間学校（中Ⅱ）もクラ

ス単位で６クラス実施した。日新

寮の利用停止方針に基づき、林

間学校については、日新寮を使

用しない、学年一斉実施に向け

て、時期・場所の選定を行った。

④学年一斉実施の林間学校が充実

したものになるように、活動内容の

精査と下見の実施などを行ってい

く。

施設設備

整備関係

①オルフィス更新

②体育館ステージ吊物照明更新

③体育館ボイラー更新

④屋上防水（第２期）

⑤防犯カメラ増設(体育館、正門前)

⑥生徒机･椅子更新は令和８年度

に検討継続

⑦生徒ロッカー中１年更新(大型化)

⑧日新寮は老朽化等のため令和９

年度末廃止の方針

校舎内エアコン更新の大型事業を

はじめ、建物・施設・設備の更新、

ICT等の将来に向けた設備投資を、

補助金を活用して行う。

３）令和８(２０２６)年度 予算編成方針

令和８(２０２６)年度予算編成においては、「経常収支差額」、「基本金組入前当年度収

支差額」のそれぞれの黒字を確保すること、および「減価償却引当特定資産」に１００百万

円を引き当てることを前提にして予算編成をします。

教学面の更なる充実と教育環境整備に併せてリスクをコントロールしながら資金運用を

行い金利収入の増強も図る方針です。

また、令和８(２０２６)年度は姫路獨協大学に対する資金支援を予定しております。

（２）令和８（２０２６）年度事業計画

１）事業計画のポイント

教学面では、生徒の学習意欲を高め大学進路選択の幅が更に広がるような授業づくり
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や進路指導に取り組みます。

中学入試広報においては、教職員の「教育愛」が感じられる「魅力あふれる学校」の様

子がHP訪問者に伝わるような情報発信を行います。

教育活動においては、海外との交流、部活動指導員の活用のほか、令和８(２０２６)年

度の林間学校は老朽化等による「日新寮」の廃止を見越して新たな場所で実施します。

施設設備整備関係においては、校舎・施設等の維持・更新のほか生徒の暑さ対策に

向けた対応を図ります。

２）主要事業計画

事 業 名 事 業 内 容

１．教学関係

１）出口戦略に向けた

仕組みづくり

２）授業改革

３）校務システムの活用

２．入試関係

１）募集広報戦略

２）情報発信の充実

３．教育活動関係

１）国際交流

２）林間学校の再構築

１）高校における選抜クラスを、国公立大学を目指す集団とし

て位置付け、進学指導の流れや仕組みを整えるために、

クラス編成などのできる工夫を模索していく。

２）授業評価システムを利用して、各教員の授業力向上を継続

的に進めていく。

３）教務システムBLENDの安定的な運用と、多角的な活用を模

索していく。

１）これまでの広報活動に加えて「進学実績」のデータ集積、学

内共有を行い、適宜開示できるように、準備に着手する。

２）新しいホームページの活用、SNSの発信を通じて、日常的

に、安定的な情報発信を行う。

１）生徒の海外での活動が、安定的、継続的に行えるように、

海外引率可能なネイティブ専任教員の採用を視野に入れて

採用活動を行いながら行事を進めていく。

２）日新寮を使用しない学年一斉実施の林間学校が充実した

ものになるように、活動内容の精査と下見の実施などを行っ

て行事を進める。
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３）部活動指導員

４．施設設備整備関係

３）部活動指導に関して、外部業者と業務委託契約を締結して

部活動指導員を活用する仕組みを構築する。

１）教職員用PC・タブレット更新

２）生徒机・椅子更新

３）校舎プロジェクター更新(校舎４階､多目的教室)

４）サーバー更新

５）電話交換機更新

６）非常用放送設備の一部更新

７）屋上防水(第３期)

８）校舎外壁塗装

９）校舎階段(B階段)の塗装等

１０）校舎内暑さ対策(４階廊下窓に遮熱塗装)

１１）熱中症対策(ミスト・日よけスペース)

〔獨協埼玉中学高等学校〕

（１）予算編成方針

１）令和７年度の主な事業実績

教学内容の更なる充実を図るべく、きめ細やかな指導を目的とした授業編成やク

ラス編成並びに生徒全員が各々１台のChromebookを保有する体制をベースとした

ICT環境の整備・活用など、授業体制の一層の向上・多様化、生徒の情報活用能

力向上、学習効果の更なる向上に取り組みました。

また、更なる自学自習力への意欲向上と実践を目指して導入をした質問型個別

指導を行う学習支援プログラムは、多くの生徒が活用し、積極的に自学自習に取り

組んでいます。

国際理解教育、外国語教育については、実体験を通じて、答えが一つではない

課題への対応力向上や多様な立場・価値観に対する理解力醸成並びに英語力の

更なる向上を目指し、以下のプログラムを実施しました。

・ Levin Intermediate School校（ニュージーランド）との姉妹校交流

・ Penola Catholic College校（オーストラリア）との姉妹校交流

・ ニュージーランドターム留学（高校１・２年）

・ イギリス夏季語学研修（高校２年）
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・ グローバルスタディーズプログラム（高校１年）

・ イングリッシュ・サマーキャンプ（中学２年）

・ 全学年におけるネイティブ教員による少人数授業

・ 全員参加型スピーチコンテスト 等

２）令和８年度の予算編成方針

「自ら考え判断することのできる若者を育てる」という教育方針に基づき、引き続き、

教育内容の充実に取り組んでまいります。

また、併設大学への進学実績と他大学への進学実績を併せ持つ幅広い進路選

択が可能な学校として、併設大学の協力を得ながら更なる高大連携強化並びに他

大学への進学実績伸長に向け、注力してまいります。

財務面につきましては、安定的な収入の確保と共に、収支を見据え、限られた財

源の有効活用に取り組んでまいります。

主要な事業計画は、次のとおりです。

（２）令和８年度事業計画

１）教学関係

①授業編成及びクラス編成

様々な進路希望や学力レベルに応じたきめ細やかな指導を目的として実施し

てきた英語・数学の少人数習熟度別授業や一貫生を対象とした高校１年におけ

る選抜クラス設定、高校２年における一貫生・外進生混合の文系・理系別選抜ク

ラス並びに高校３年のコース別クラス編成などが定着し、大学進学実績の伸長に

結びついてきています。

また、１９年目を迎える獨協コースも、獨協大学の協力を得ながらの連携により、

著変なく推移しています。かかる施策等により、併設大学への進学実績と他大学

への進学実績を併せ持つ幅広い進路選択が可能な学校であるという本校特色

の更なる強化に取り組んでまいります。

②国際理解教育

本校の教育方針に基づき、課題解決力のベース作りの一環として、以下プログ

ラム等を設定しています。実体験を通じて、答えが一つではない課題への対応力

並びに多様な立場や価値観に対する認識・理解力の醸成を目指してまいります。

・ オーストラリア、ニュージーランド、ドイツの学校との姉妹校交流

・ ニュージーランドターム留学

・ イギリス夏季語学研修

・ グローバルスタディーズプログラム

・ イングリッシュ・サマーキャンプ
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③外国語教育

「語学の獨協」の精神を受け継ぎ、英語の４技能力の育成を一層推進するため

に、これまでと同様にネイティブ教員４名の体制を維持し、クラスを２分割した少人

数授業を継続していきます。更に、前述の留学や語学研修、全学年における５ラ

ウンドシステム、中学２年でのイングリッシュ・サマーキャンプ、高校１年での全員

参加型スピーチコンテストなど、英語関連のイベントを充実させます。

また、４技能力育成の一環として、英検、TOEICなどの外部試験の受験を積極

的に進めます。加えて、高校段階でのドイツ語学習の機会をこれまで通り維持し

ます。

④自学自習力

自学自習力の向上を目的として、高校２年の希望者を対象とした合宿によるサ

マーセミナーの実施や令和６年度に導入した中学・高校全生徒を対象とした質問

型個別指導を行う学習支援プログラムの更なる活性化に取り組みます。

⑤教員の教育力向上

生徒による「授業評価アンケート」については、教科会と学年会を通じた全教員

による分析結果の共有により、更なる授業の質の向上につなげています。

加えて、夏季休暇中の教員研修日設定（１日）や、問題点を抽出し、認識する

ための教員相互間の公開授業、更には外部での教職員研修制度や個別指導の

実施などを通じて、引き続き教員の教育力向上に取り組んでまいります。

２）管理・運営関係

①ホームページのリニューアル

生徒募集活動効果の更なる向上を図るべく、より訴求力のあるホームページへ

のリニューアルを実施します。教育理念・学校生活・入試など、本校魅力の積極

的な情報発信に向けて一層注力をしてまいります。

②ICT環境の更なる整備・活用

あらゆる場面で進展する ICT の社会実装を踏まえ、提供する教育の向上及び

校務の効率化を図るため、ICT 環境の更なる整備と活用に努めてまいります。ま

た、生徒全員が各々１台の Chromebook を保有する体制が構築されており、授業

体制等の一層の向上・多様化並びに生徒の情報活用能力向上、学習効果の更

なる向上に取り組んでまいります。加えて、教職員の業務負担軽減の目線を持ち、

情報の蓄積・共有化、情報伝達の効率化、業務処理の効率化等に注力してまい

ります。

③引当特定資産

中長期的な施設・設備に係る財務対応として、引き続き、減価償却引当特定

資産並びに校舎等建設引当特定資産の積み上げを行う予定です。
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３）施設・設備関係

本校に備わっている豊かな自然環境を維持し、安全性・快適性の確保に留意し

た施設・設備の維持・整備に取り組んでまいります。

①施設関係

経年劣化による施設・設備の更新や修繕が主なものとなります。

②教育研究用・管理用機器備品の整備

ICT関連機器、楽器等、教育研究用機器備品・管理用機器備品を購入します。

③図書館の充実

選定図書を購入します。

（３）主要事業計画

事 業 名 事 業 内 容

１．教学関係

1）授業編成及びクラス編成

2）国際理解教育

1）様々な進路希望や学力レベルに応じたきめ細やかな指

導を目的として実施してきた英語・数学の少人数習熟度

別授業や一貫生を対象とした高校１年における選抜クラ

ス設定、高校２年における一貫生・外進生混合の文系・

理系別選抜クラス並びに高校３年のコース別クラス編成

などが定着し、大学進学実績の伸長に結びついてきてい

ます。

また、１９年目を迎える獨協コースも、獨協大学の協力を

得ながらの連携により、著変なく推移しています。かかる

施策等により、併設大学への進学実績と他大学への進学

実績を併せ持つ幅広い進路選択が可能な学校であると

いう本校特色の更なる強化に取り組んでまいります。

2）本校の教育方針に基づき、課題解決力のベース作りの

一環として、以下プログラム等を設定しています。実体験

を通じて、答えが一つではない課題への対応力並びに

多様な立場や価値観に対する認識・理解力の醸成を目

指してまいります。

・ オーストラリア、ニュージーランド、ドイツの学校との姉

妹校交流

・ ニュージーランドターム留学

・ イギリス夏季語学研修

・ グローバルスタディーズプログラム

・ イングリッシュ・サマーキャンプ
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3）外国語教育

4）自学自習力

5）教員の教育力向上

２．管理・運営関係

1）ホームページのリニュー

アル

2）ICT環境の更なる整備・

活用

3）「語学の獨協」の精神を受け継ぎ、英語の４技能力の育

成を一層推進するために、これまでと同様にネイティブ教

員４名の体制を維持し、クラスを２分割した少人数授業を

継続していきます。更に、前述の留学や語学研修、全学

年における５ラウンドシステム、中学２年でのイングリッシ

ュ・サマーキャンプ、高校１年での全員参加型スピーチコ

ンテストなど、英語関連のイベントを充実させます。

また、４技能力育成の一環として、英検、TOEICなどの外

部試験の受験を積極的に進めます。加えて、高校段階で

のドイツ語学習の機会をこれまで通り維持します。

4）自学自習力の向上を目的として、高校２年の希望者を対

象とした合宿によるサマーセミナーの実施や令和６年度

に導入した中学・高校全生徒を対象とした質問型個別指

導を行う学習支援プログラムの更なる活性化に取り組み

ます。

5）生徒による「授業評価アンケート」については、教科会と

学年会を通じた全教員による分析結果の共有により、更

なる授業の質の向上につなげています。

加えて、夏季休暇中の教員研修日設定（１日）や、問題

点を抽出し、認識するための教員相互間の公開授業、更

には外部での教職員研修制度や個別指導の実施などを

通じて、引き続き教員の教育力向上に取り組んでまいりま

す。

1）生徒募集活動効果の更なる向上を図るべく、より訴求力

のあるホームページへのリニューアルを実施します。教育

理念・学校生活・入試など、本校魅力の積極的な情報発

信に向けて一層注力をしてまいります。

2）あらゆる場面で進展するICTの社会実装を踏まえ、提供

する教育の向上及び校務の効率化を図るため、ICT環境

の更なる整備と活用に努めてまいります。また、生徒全員

が各々１台のChromebookを保有する体制が構築されて

おり、授業体制等の一層の向上・多様化並びに生徒の情

－ 56－



57

３．施設・設備関係

1）施設関係

2）教育研究用・管理用機器

備品の整備

3）図書館の充実

報活用能力向上、学習効果の更なる向上に取り組んでま

いります。加えて、教職員の業務負担軽減の目線を持

ち、情報の蓄積・共有化、情報伝達の効率化、業務処理

の効率化等に注力してまいります。

本校に備わっている豊かな自然環境を維持し、安全性・

快適性の確保に留意した施設・設備の維持・整備に取り組

んでまいります。

1）経年劣化による施設・設備の更新や修繕が主なものとな

ります。

2） ICT関連機器、楽器等、教育研究用機器備品・管理用機

器備品を購入します。

3）選定図書を購入します。

以上
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Ⅲ．令和８年度事業計画（計数編）

１．令和８年度予算の概要

事業活動収入計は１，３３２．４億円（令和７年度見込比１４．５億円増加）となりま

す。主な収入科目として、医療収入１，０４３．５億円、学生生徒等納付金１７６．１億

円、経常費等補助金６３．３億円、寄付金１５．５億円を計上しております。基本金

組入額は５５．５億円です。なお事業活動収入計に占める医療収入の割合は７８．

３％となります。

一方、事業活動支出計は１，３６５．１億円（令和７年度見込比１９.９億円増加）と

なります。主な支出科目は、人件費５３２．５億円、教育研究経費７７１．６億円（うち

医療経費４５２．８億円）、管理経費５８．８億円を計上しております。

以上から、基本金組入前当年度収支差額は３２．７億円の支出超過、基本金組

入後の当年度収支差額は８８．１億円の支出超過を計画しています。

金融資産の残高については、令和７年度見込比で、現金預金は５２．３億円減

少し、各種引当特定資産は全体で２２．１億円増加します。一方、金融資産の合計

から外部借入を差引いた実質金融資産残高は、令和７年度見込比で９．３億円減

となる４７５．３億円を計上しています。

なお、資金運用については、引き続き現行の有価証券運用規則に基づき、従

来同様に安全性に配慮した運用を実施してまいります。

事業活動収支予算書詳細については（表 １）を、資金収支予算書詳細につい

ては（表 ２）を、事業活動収入及び事業活動支出の科目別構成比については（図

表 １）をご参照ください。
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（表 １）

（単位：千円）

令和８年度 令和７年度

予  算  額 予  算  額

 学 生 生 徒 等 納 付 金 17,609,018 17,840,783 △ 231,765

 手 　数　 料 786,204 711,170 75,034

 寄   付 　金 1,551,400 1,848,180 △ 296,780

 経 常 費 等 補 助 金 6,327,936 5,419,718 908,218

　　(国　庫　補　助　金) (4,344,963) (3,565,398) (779,565)

　(地方公共団体補助金) (1,842,838) (1,724,596) (118,242)

　(学術研究振興資金) (1,200) (1,200) (0)

　(若手・女性研究者奨励金) (800) (1,200) (△ 400)

　(その他の補助金) (138,135) (127,324) (10,811)

 付 随 事 業 収 入 731,244 760,447 △ 29,203

 医  療  収  入 104,352,500 101,855,520 2,496,980

 雑 　収　 入 1,569,657 1,469,947 99,710

 教 育 活 動 収 入 計 132,927,959 129,905,765 3,022,194
 人　件　費 53,247,090 51,855,844 1,391,246
 教 育 研 究 経 費 77,156,214 74,407,546 2,748,668
　　(医　療　経　費) (45,277,200) (43,772,490) (1,504,710)
 管 理 経 費 5,884,758 5,786,870 97,888
 徴 収 不 能 額 等 89,130 89,060 70
 教 育 活 動 支 出 計 136,377,192 132,139,320 4,237,872
 教 育 活 動 収 支 差 額 △ 3,449,233 △ 2,233,555 △ 1,215,678

 受 取 利 息・配 当 金 211,131 134,466 76,665
 その他の教育活動外収入 0 0 0

 教 育 活 動 外 収 入 計 211,131 134,466 76,665

 借 入 金 等 利 息 35,045 19,086 15,959
 その他の教育活動外支出 0 0 0

 教 育 活 動 外 支 出 計 35,045 19,086 15,959

 教 育 活 動 外 収 支 差 額 176,086 115,380 60,706

経 常 収 支 差 額 △ 3,273,147 △ 2,118,175 △ 1,154,972
 資 産 売 却 差 額 0 0 0
 そ の 他 の 特 別 収 入 100,490 86,050 14,440

 特 別 収 入 計 100,490 86,050 14,440
 資 産 処 分 差 額 24,940 36,700 △ 11,760
 そ の 他 の 特 別 支 出 0 0 0

 特 別 支 出 計 24,940 36,700 △ 11,760
 特 別 収 支 差 額 75,550 49,350 26,200

　[予備費] 71,000 71,000 0

 基本金組入前当年度収支差額 △ 3,268,597 △ 2,139,825 △ 1,128,772

 基 本 金 組 入 額 合 計 △ 5,545,479 △ 17,230,590 11,685,111

 当 年 度 収 支 差 額 △ 8,814,076 △ 19,370,415 10,556,339

 前 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 151,790,958 △ 134,739,075 △ 17,051,883

 基 本 金 取 崩 額 0 0 0

 翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 160,605,034 △ 154,109,490 △ 6,495,544

　（参 考）

 事 業 活 動 収 入 計 133,239,580 130,126,281 3,113,299

 事 業 活 動 支 出 計 136,508,177 132,266,106 4,242,071

教
育
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動
外
収
支
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業
活
動

収
入
の
部
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業
活
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支
出
の
部
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事
業
活
動

収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

令和 ８ 年 度 事 業 活 動 収 支 予 算 書
令和 ８年 ４月   １日から

令和 ９年 ３月 ３１日まで

 科  目 　　　増　　減
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（表 ２）

（単位：千円）

令和８年度 令和７年度

予  算  額 予  算  額

 学生生徒等納付金収入 17,609,018 17,840,783 △ 231,765

 手  数  料  収  入 786,204 711,170 75,034

 寄  付  金  収  入 1,551,300 1,848,080 △ 296,780

 補  助  金  収  入 6,328,276 5,419,838 908,438

 (国 庫 補 助 金 収 入) (4,344,963) (3,565,398) (779,565)

 (地方公共団体補助金収入) (1,843,178) (1,724,716) (118,462)

 (学術研究振興資金収入) (1,200) (1,200) (0)

 (若手・女性研究者奨励金収入) (800) (1,200) (△ 400)

 (その他の補助金収入) (138,135) (127,324) (10,811)

 資 産 売 却 収 入 0 0 0

 付随事業・収益事業収入 731,244 760,447 △ 29,203

 医  療  収  入 104,352,500 101,855,520 2,496,980
 受取利息・配当金収入 211,131 134,456 76,675
 雑  収  入 1,605,567 1,496,657 108,910
 借 入 金 等 収 入 1,293,200 1,344,900 △ 51,700
 前 受 金 収 入 3,316,450 3,369,100 △ 52,650
 そ の 他 の 収 入 52,794,187 58,279,466 △ 5,485,279
 資金収入調整勘定（△） △ 21,211,337 △ 21,067,057 △ 144,280

 当 年 度 収 入 合 計 169,367,740 171,993,360 △ 2,625,620

 前年度繰越支払資金 23,719,935 25,086,572 △ 1,366,637

 収  入  の  部  合  計 193,087,675 197,079,932 △ 3,992,257

令和８年度 令和７年度

  予  算  額   予  算  額

 人  件  費  支  出 52,651,467 51,353,941 1,297,526

 教 育 研 究 経 費 支 出 68,317,546 65,916,826 2,400,720

 (医 療 経 費 支 出) (45,277,200) (43,772,490) (1,504,710)

 管  理  経  費  支  出 4,976,104 4,947,402 28,702

 借 入 金 等 利 息 支 出 35,035 19,086 15,949

 借 入 金 等 返 済 支 出 3,385,700 3,182,400 203,300

 施 設 関 係 支 出 1,934,119 12,253,453 △ 10,319,334

 設 備 関 係 支 出 5,686,596 7,580,859 △ 1,894,263

 資 産 運 用 支 出 35,331,366 31,124,246 4,207,120

 そ の 他 の 支 出 18,846,074 18,883,964 △ 37,890

〔 予   備   費〕 71,000 71,000 0

 資金支出調整勘定（△） △ 16,639,039 △ 17,738,264 1,099,225

 当 年 度 支 出 合 計 174,595,968 177,594,913 △ 2,998,945

 翌年度繰越支払資金 18,491,707 19,485,019 △ 993,312

 支  出  の  部  合  計 193,087,675 197,079,932 △ 3,992,257

支  出  の  部

 科  目 　　　増　　減

令和 ８ 年 度 資 金 収 支 予 算 書
令和 ８年 ４月   １日から

令和 ９年 ３月 ３１日まで

収  入  の  部

 科  目 増　　減
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令和８年度予算　事業活動収支　　科目別構成

図表1
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１．経営の状況

令和７年度の事業活動収入は１，３１７．９億円を見込み、事業活動支出につい

ては１，３４５．２億円を見込んでいます。各方面での物価高が継続するなど、学園

として難しい経営環境が続き、収入増加及び経費削減の取り組みを実施するもコ

スト増加を吸収しきれず、基本金組入前当年度収支差額は△２７．３億円を計上す

る見込みです。

令和８年度予算における事業活動収入は１，３３２．４億円、事業活動支出は   

１，３６５．１億円です。経常収支差額は△３２．７億円、基本金組入前当年度収支

差額は△３２．７億円を予算計上しています。

引続き、不安定な国際情勢の継続や物価高騰など先行きが見通し難い中での

運営が予想されますが、事業収支については予算以上の実績を実現すべく予算

執行を進めてまいります。また、その結果を将来の活動を見据えた堅固な財務とい

う成果に結びつける所存です。

２．課題と今後の方針・対応策

令和８年度は、基本計画及び事業計画で予定した諸事業を各校が着実に実行

することを基本に、少子化問題、文教政策の変化、国内及び国際情勢並びに経

済環境の変化等の学校法人を取り巻く諸課題に対応しながら、令和８年度の予算

実行に取り組んでまいります。

特に新たに稼働したものも含め施設設備等を十分に機能させながら教育、研究

及び医療の質をもう一段上げていくこと、教学面の諸施策について学修成果の自

覚を促すとともに教育成果の改善に資する活動とすることに注力してまいります。

また、令和６年度に策定を延期した第１３次基本計画の見直しとしての第１４次

基本計画については、姫路獨協大学の経営改革等の状況を見極め、早期の策定

を検討してまいります。

以上
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